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第 一節 はじめに

国際法上の責任と国内法上の責任

サハ リン沖合 の海底 にある石油資源 を開発す るにあたって は、事故 によ り油が周辺海

域 に流出す る可能性 が常につ きま とう。特 に、我が国は、油 流出事故 によ り日本海沿岸

特 に北海道の沿岸が危 険に晒され るこ とか ら、無関心ではい られない。実 際の ところ、

道 内で この問題への対処 に関する各種会合 が開かれ、 また、 日本、 ロシア及 び米 国の関

係国の 当局(我 が国では海 上保安庁)の 間で事故発生時の対策 が協議 され実施訓練 も行

われてい る。 しか し、原油生産が開始 された直後 の1999年9月 にサハ リン2で 油漏れ

事故が発生 し、道 には被害が及 ばなか ったが道 内の関係者 に大 きな不安を抱かせた1。

事故の発生 を防止す るための事前 の行政 的規制や、あ るいは事故が発生 した場合 に損

害 の発生 を最小限 に止め るための技術 的な油 防除措置 にっいては、関係 国行政 当局 の判

断 と責任 に委ね られ ることは、言 うまで もない。 しか し、不幸 に して事故が発生 し我 が

国沿岸 に油汚染損害(oilpollutionda皿age)が 発生 した場合 には、法的な レベルで賠償

責任 の問題 が生 じるこ とになる。細かい法律 的な話 は ともか く、常識的 に考 えるな ら、

加害者 が被害者 に対 し損害 を賠償 しなければな らないこ とにな る。しか し、法律 的には、

また現実 的にも、被害者が賠償金 を得 るためにはい くつ もの難 しい問題 を克服 しなけれ

ばな らない。

本稿 は、 これを国際法 の観点か ら取 り上げる ものであるが、論 に入 る前 に、国際法上

の責任 と国内法上 の責任 との区別 について説明 してお きたい。

責任 の問題 とは、つ まる ところ、責任 を追及す る側 とされ る側 の間の法 的紛争 である。

本研究会 の報告書第1号 で説明 したように、法的紛争は、 国際法上 の紛争 と国内法上の

1『 北海道新聞』1999年9月28日 付タ刊及びそれ以降の記事参照。
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紛争 に分 け られる2。つ ま り、誰 が誰に対 しいか なる法秩序(国 際法 か国内法か)に 基づ

き賠償責任 を追及 す るのか とい うことであ る。具体 的に言い換 えるな ら、 日本政府 が ロ

シア政府 に対 し責任 を求めるので あればそれは国際法 に基づ く国際法上 の責任の追及 で

あ り(国 家責任 方式)、 日本国民が例 えば石油 開発企業 に対 し責任 を求めるのであれ ば、

それ は ロシア法 または 日本法 に基 づ く国 内法 上の責任 の追及 を意 味 する(民 事責任 方

式)。 したがって、事故 が発生 し損害が生 じた場合、誰 が誰 に対 しい かなる法秩序 に基づ

き責任 を求めるのか、 つま り国家責任方式 をとるのか民事責任方式 を とるのかは、適用

される法規 が異 な りとるべ き法戦略が異な るため、第一 に考慮 しな ければな らない要 因

である。これ は、投資紛争の場合3と 全 く異な らない。

二,本 稿の 目的と対象

本稿は、サハ リン沖合 の海底の石油資源 を探査 ・開発す る際の事故 に よ り生 じる油汚

染(oilpollutiol1;油 濁 ともい う)に よって 日本 の沿岸 に損害 が発生 した場合 の賠償責

任 に関する国際法上の仕組み とその問題点 とを明 らか にす るものである。具体 的には、

日本政府が ロシア政府 に対 し国際法上 の責任 を追及す る場合 の国際法上 の権利義務 関係

が中心 的な課題で ある(国 家責任 方式)が 、更 に、 日本人被 害者が資源 開発 を行 う企業

に対 し責任 を追及す るための国際法上 の制度 をどう形成 してい くか(条 約 に よる民事責

任 方式 の制度化)と い う点 まで踏 み込 んで、論 じようと思 う。 これに関 して、以下 の諸

点 に留意 して もらいたい。

第一 に、本稿は国際法上 の問題 を対象 とし、国内法上の責任 の問題 それ 自体 は扱わな

い。被害者個人が加害企業 に対 し国内法(ロ シア法 または 日本法)上 の責任 を追及 する

という方法は、保 険以外 で現時点 で利用可能なほぼ唯一の方法で あるが、そ の具体的な

要件 ・手続 きは筆者の専 門外 であるため、直接扱 っていない。 ただ し、上述の ように、

このような場合 について も、国際法上 の制度 として どう形成 するべ きか とい う問題は本

稿で も詳 しく論 じる予定 である。

第二に、本稿 は、海底鉱物資源の開発の際の事故 の場合 を扱い、 タンカー事故の場合

の油汚染損害 の問題 を扱わ ない。採掘 され た石油 資源 の多 くは タンカーで輸 送 され るこ

とにな るが、そのタ ンカーの事故 も我が国沿岸 に多大 な被害 を与 えるこ とがあ り4、これ

も我々 にとって重大 な関心事で あるが、適用 される国際法規則 ・制度が異な るため、本

稿では取 り扱 わない。

第三に、本稿 は、我が国沿岸 に損害が生 じた場合 を対象 とす るのであって、それ以外

の損害 については対象 としない。例えば、資源開発 の事故の際 にその場 に居合わせた 日

本人関係者 あるいは偶然近 くを通 りかか っただけの観光客が被 った損害、油汚染のため

2佐 古田彰 「国際紛争及び投資紛争の国際法的解決方法」北東アジァーサハ リン研究会 『サハ リン石

油 ・ガス開発プロジェク トと北海道経済の活性化 第1号 』(1998年)(以 下、佐古田 「98年 報

告書」 とする)81-83頁 。
3佐 古田 「98年報告書」81頁 。

41997年1月 に発生 したロシア船籍ナホ トカ号の事件は、記憶に新 しい。
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にサハ リン近海で漁獲 がで きな くなったため に生 じた 日本漁 民の損害、事故 の結果必要

な石 油が入手で きなかったために取引関係者が被 った損害 といった場合 は、扱 っていな

い。 これ らは、適 用される国際法 ・国 内法規則 ・制度 が異 なるためであ る。本稿は、あ

くまで も、我が国の沿岸に直接 の被害 が及 んだ場合を対象 とする。

第四に、本稿 が扱 う事態 の発生 が科学的 にどの程 度の可能性 を持つ のかは、本稿は関

知 しない。サハ リン沖 での事故 によ り流 出 した油が実 際に北海道沿岸 にまで流れ着 くか

どうか、 また流れ着 くと して どの程度 の分量 にな るのかは、海流や風 の動 きな ど科学的

な事項 に属す る。事故が起 こって も北海道 にまで油は届かない とい う見方 もあ り5、本稿

はそれ を否定 も肯定 もで きない。あ くまで も仮定 の話 と して北海道 に被 害が及 んだ場合

に、その損害賠償 の問題 について論 じるものであ る。

第二節 領海と大陸棚の法的地位

賠償責任 の問題 に入 る前 に、サハ リン沖合 の海底鉱物資源の開発が行われ る場所 が、

国際法上 どのよ うな地位 を持 ってい るのか とい う点 を明 らか に してお きたい。 これは、

後 に見 るよ うに、沿岸 国の国際法上の責任 の問題 を理解す るための前提であ るためであ

る。実際 にサハ リンの 資源 開発が行われ る場所 は、国際法上 は、 ロシア連邦 の領海内 と

大陸棚上 の2つ に分 け られ る6。

一
.領 海

領海(territorialsea)は 、沿岸国の主権(sovereignty)が 及ぶ海域 をい う(1982年

国連海 洋法条約2条 参 照)7。20世 紀初頭 までは領海 に対する沿岸 国の権 限の法 的性格

について争いがあ ったが、 今 日で は主権、つ ま り領土に対する権限 と同一で ある と理解

されてい る。

したが って、領 土上で何 らかの事業活動 を行 うにあたっては、外 国人 ・外 国法人は も

とよ り国民 ・内国法人 もその国の国内法 による規 制を受ける8と い うことと全 く同 じ意味

5サ ハリン1で の事業を行 うにあた り、エクソン社(当 時)は 、少量の石 油を流 し季節 ごとのシミュ
レーションを行った結果についての調査報告書を提出 している。筆者(佐 古田)は 、1998年9月8

日にサハ リン州国家環境保護委員会Onischenko委 員長に対 し同委員長執務室でヒアリングを行っ

た際、その報告書を見る機会があった。 この報告書 によれば、流出 した石油はすべてカムチ ャツカ

半島に向かい北海道には届かない という。
6サ ハ リンにおいて石油 ・ガス資源開発が行われてい る場所は、サハ リン北部地域の沖合である。サ

ハ リン北部地域は、南部地域 と異な り、1875年 樺太 ・千島交換条約以来、継続 してロシア(ソ 連時

代を含む)の 領土である。
7本 年度報告書 も、紙数の関係か ら条約文の再録は最小限にとどめた。条約文の入手方法 については、

佐古田彰 「外国投資の保護に関する国際法上の権利義務」北東アジアーサハ リン研究会 『サハ リン

石油 ・ガス開発 プロジェク トと北海道経済の活性化 第2号 』(1999年)(以 下、佐古田 「99年

報告書」 とす る)113頁 注6参 照。
8佐 古田 「99年報告書」111頁 参照。
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で、領海での活動 も、海域 での活動つ ま り主 と して船舶 による活動 とい う特性はあ るに

せ よ、 内外 人を聞わず、原則 として沿岸国の国内法 による規制 を受 ける。

なお、領海 の幅 については、古 くか ら3カ イ リ(1カ イ リ二約1.85km)と する国が

多かったが、1982年 の国連海洋法条 約では12カ イ リまで拡 張され た(3条)。 サハ リン

沖合 について述べ るな ら、12カ イ リ(約222km)内 が領海、12カ イ リ外が次 に述べ る

大陸棚 、 とい う区分になる。

二.大 陸 棚

大 陸棚(continentalshelf)は 、元 々は地質学上の概念であ ったが、今 日では、 国際

法上 の意味 と制度 と伴 う独 自の法的概念 として位置づけ られている。そのため、領海 の

場合 と異 な り、 ここでは比較的その意 味 と制度 を詳 しく確認 してお きたい。

本来、領海の外の海域は、 公海(highsea)と していずれの国のいずれの国民 も 自由

に利用 しうる海域であ った。つ ま り、 その海域で の活動は、沿岸国の国内法 ではな くそ

の船舶 の旗国の管轄 にのみ服す る(旗 国主義)と い うものであった(公 海 自由の原則)。

この公海 自由の原則が大陸棚 資源の開発 には適用 されない とい う考 えを表 明 したのが、

1945年 の 「トルーマ ン宣言」であ る。その後、この トルーマ ン宣言 の内容 が基本 的に国

際法上の制度 と して確 立する ことになった。

つ まる ところ、大 陸棚 とは、 そこでの資源開発活 動に対 し、元 々公海 として沿岸 国の

権限が及ばなかった ものが、沿岸 国の権限 に服す るようになった とい う海域 として理解

するこ とがで きる。

1.大 陸棚制 度の沿革

(1)1945年 トル ーマ ン宣言

第二次大戦終 了直後 の1945年9月 、米 国の トルーマ ン大統領 は、「大 陸棚 の下層土及

び海底 の天然 資源 に関する合衆国 の政策の宣言」 と題 する宣言(い わゆ る 「トルーマ ン

宣言」)を 発 した9。 この宣言は、石油 その他 の鉱物資源が世界的 に必要 となって いるこ

と、 これ らの資源 は大 陸棚 に埋蔵 されてお り近い将来利用可能であ るこ と、大陸棚 の下

層土 と海底 の天然 資源 に対 する沿岸国の管轄権 の行使 が合理的であ り公正であ るこ と、

大陸棚 は沿岸 国の土地 が拡張 したものであ って、 当然 にその付属物であ るこ とな どを指

摘 したのち、次 の ように述べ た。

9ト ル ー マ ン宣 言 につい て、武 山 眞行 「トルー マ ン宣 言」 『国際 関係法 辞典 』(三 省堂 、1995年)594
-595頁

。 この宣 言文 は、AmerieanJourna10flnternationa1Law,vo1.40,Supplement(1946),p.

45に 再 録 され て い る。また、この宣 言の全 訳 は、小 田滋 『海 の国際 法 下 巻(増 訂 版)』(有 斐 閣、

1969年)180-181頁 。
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「合衆国政府は、公海の下にあるが合衆国沿岸に隣接する大陸棚の天然資源は合衆国に

属しその管轄権及び管理に服するものとみなす。」

この宣言は、公海 の下 にある場合であ って も大陸棚 の資源 は沿岸国の管轄権 ・管 理 に

服する と述べ ているこ とか ら分か るように、上述 の公海 自由の原則は大 陸棚資源 に関 し

ては適 用されない とい う考 えを表 明 したものであ る。っ ま り、大陸棚資源 の開発は、沿

岸国の法令 に従 って行 われなけれ ばな らない とい うことを明確 に示 したので ある。

この米 国の宣言 に対 し、い くつかの国は この宣言が出された直後 か ら同様 の宣言 を行

いあ るい は国 内法 を制定 して、 この トルーマ ン宣言の考 えを採 り入れた10。 しか しこの

ような主張は、法理 論か ら言えば公海 自由の原則 に挑戦 する ものであ り、 これ を違法 と

す る立場 も少な くなか った。

(2)1958年 大陸棚条約

1949年 に設 置された国連 の国際法委員会(lnternationalLawCommission;ILC)は 、

海 に関す る国際法(海 洋法)の 規則 を条約化 するこ とを任務 の一つ としていた。ILCは 、

公海 と領海 に関す る伝統的な国際法規則 の他 に、上述の ような諸国の動 きを受けて、 大

陸棚 に関す る国際法規則 もその作業 に加 え、1950年 か ら海洋法 に関する国際法規則 の法

典化作業 を行 った。ILCは 、基本 的に公海 自由の原則 を修正 する方 向で作業 を進 め、1956

年 に海洋法条約草案が完成 した。

1958年 に、スイスのジュネー ブで この海洋法条 約の採択 のための会議(第 一次国連海

洋法会議)が 開かれ た。 この会 議では、ILC条 約案 を4っ に分割 し、 それ ぞれ、公海条

約、領海及 び接続水域条約、大 陸棚条約、及び公海生物資源保 存条約 と して成 立させ た。

この大 陸棚条約は、「沿岸 国は、大 陸棚 を探査 しお よびその天然 資源 を開発 するため、

大陸棚 に対 して主権的権利(sovereignrights)を 有する。」(2条1項)と 定め、公海の

自由の原則 が適用 され ない、特別 の国際法上の制度 と しての大 陸棚制度 を認 めた。基本

的 に、 トルーマ ン宣言の内容 が受 け入 れ られ たのである。

(3)1969年 「北海大陸棚事件」 国際司法裁判所判決11

大陸棚 制度 の内容や法 的性質の確立 に大 きな影響 を与 えたのが、1969年 の 「北海大陸

棚事件」 に関す る国際司法裁判所(ICJ)の 判決である。

この事件 は、デ ンマーク ・オラ ンダ と西 ドイ ツ(当 時)の 間で争 われた、 この3力 国

が関係す る北海海域の大陸棚の境界 画定 に関する事件であ る。1966年 にデ ンマーク とオ

ランダが大 陸棚 の境界線 を定め る条 約 を締結 した ところ、西 ドイ ヅがその境界 線は西 ド

10小 田 『同上書』180-184頁 参 照 。

11JCJReρorts1969 ,3、 こ の事件 につ いて、兼原 敦子 「北 海大 陸棚事 件」

730頁 。

『国際関係法辞典』(注9)
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イヅに帰属 する大 陸棚 を侵 奪 している として抗議 し、結局 、3力 国は、合意 の上で 国際

司法裁判所 に紛争 を付 託 した。当時、デ ンマー ク とオ ランダは1958年 大陸棚条約 を批

准 していたが、西 ドイ ヅは これ を批 准 していなか ったため、大陸棚 の境界 画定 に関する

慣習法規則 の解釈 ・適用が争点 とな った12。ICJは 、境界画定 に関す る規則 を導 くため、

大陸棚 に関する慣習法制度の本質 にまで立ち入 って検討 を行 ったのであ る。

この点 につ き、ICJは 、「海 の中 と下への領 土の 自然の延長(naturalprolongation)

を構成 する大陸棚 区域 に関す る沿岸 国の権利 は、領土 に対す る主権 に よって、 また海底

を探査 しそ の天然資源 を開発す るための主権 的権利 を行使す るにあたっての領 土主権 の

拡張 として、事実 か ら当然 にかっ最初か ら存在 す る」13、「大陸棚 に対 する沿岸国の権利

は、領土 に対す る主権 に基 づいてお り、大 陸棚区域は海の 中と下へ の領 土の 自然 の延長

である。」14と 述べた。このように、ICJは 、大陸棚 が領 土の 自然 の延長で あるこ と、及

び大陸棚 に対す る沿岸 国の主権 的権利 は領土主権 の拡 張であるこ とを示 し、大 陸棚 ・主

権 的権利 と領土 ・領土主権 との密接 な関係 を明 らか に した。

また、ICJは 、大 陸棚制度 の骨格 を定め る1958年 大陸棚条約1条 ～3条 が慣 習法化 し

たこ とも認定 し15、 したがって大陸棚 に関する特別 の国際法規則 が存在 す ることを確認

した。つ ま り、大 陸棚制度は、1958年 条約 を批准 した国の間でのみ存在 する特殊 な制度

で はな く、すべての国に同様 に適用 され る国際慣 習法上 の制度 として存在 して いるこ と

を、ICJは 確認 した。

(4)1982年 国連海洋法条約

1973年 か ら1982年 まで行われた第三次 国連海洋法会 議の結果採択 された1982年 の

国連海洋法条 約は、海 の国際法 をほぼすべて網羅する大 きな条約で ある。 この条約は、

1958年 大陸棚条 約 と1969年 「北海大 陸棚事件」ICJ判 決 とその後 の諸国の実行 を踏 ま

え、 また この条約 に よ り創設 され た排他的経済水域 の制度 とも若干 の調整 を した上で、

「第6部 大 陸棚 」 と して、76-85条 までの規定 を置いた。この国連海洋法条約は採択

後複雑 な経過 を辿 ったが、日本は1996年 に、ロシア連邦 は1997年 にこの条 約 を批 准 し

てお り、少な くとも日ロの間では大陸棚 に関する紛争 はこの国連海洋法条約 によって規

律 される ことになる(上 述 の領海 に関す る紛争 も同様で ある)。

今 日では、大陸棚の国際法制度は、基本 をこの1982年 海洋法条約 に置 きつつ、向か

い合 っている国や 隣接 する国 との間で特に境界画定 のため に締結 され る国際協定 に よ り

個別に規律 され る とい う構造 を持 っている。また、通常各国は 「大陸棚 法」 といった国

12国 際 法 の法源 は、主 と して条約 と国際慣 習法 があ る。 この2つ の法源 の 間 には、条約 が適 用 されな

い場 合 は国際慣 習 法が適 用 され る とい う関係 にあ る。この事件 で は、西 ドイ ツが1958年 大 陸棚条 約

を批 准 してい れば、 この 大陸棚条 約 の解釈 ・適用 とい う観 点か らこの紛 争 を扱 うだ け に留 まったが 、

そ うでな か ったた め、 国際慣 習法 の解釈 ・適 用が 問題 とな った。
13∫diReports1969

,p.22,para.19.
141bid .,P.29,para.39.
151bid .,p.39,para.63.
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内法 を制定 して、 この国際法 制度 を国内にお いて実施 する ようにな ってい る。 日本 は

1996年 に 「排他 的経済水域及び大陸棚 に関す る法律」 を、ロシア連邦は1995年 に 「大

陸棚 に関す る法律 」 を制定 した。ただ し、 日ロ間では、大陸棚 に関する国際協定 は締結

されて いない16。

2.1982年 国連海洋法条約における大陸棚制度

前述 した ように、大陸棚 に関する基本 的な国際法規則は、1982年 国連海洋法条約が規

定 する。 この条約 の定 める大陸棚制度 について、以下概観 する。

(1)大 陸棚に対する沿岸国の権限

前述 の ように、大 陸棚 の国際法制度の 中核 は、伝統 的な公海 の 自由の原則 を排 し、大

陸棚 に対す る沿岸 国に特別 の権利 ・権限 を認め ることにある。 この沿岸 国の権利 を定め

たのが、国連海洋法条約77条 で ある。77条 は、以下の規定 である。なお、77条 は、1958

年大陸棚条約2条 とほ とん ど同文で ある。

「1沿 岸 国は大陸棚 を探 査 し及びその天然 資源 を開発す るため、大 陸棚 に対 して主権

的権利 を有 する。

21の 権利 は、沿岸国が大陸棚 を探査せ ず又 はその天然資源 を開発 しない場合 にお

いて も、当該沿岸国の明示の同意な しにそ のような活動 を行 うことがで きない とい

う意味 において、排他 的で ある。

3大 陸棚 に対 する沿岸 国の権利 は、実効 的な若 し くは名 目上の先 占又は明示の宣言

に依 存す るものではない。

4こ の部 に規定 する天然資源は、海底及び その下 の鉱物その他の非 生物資源 並び に

定着性 の種族 に属 する生物、すなわ ち、採捕 に適 した段階 において海底若 しくはそ

の下 で静 止 してお り又 は絶 えず海底 若 しくはその下 に接触 してい なければ動 くこ

とので きない生物か ら成 る。」

このうち特 に重要な項 は、1項 であ る。沿岸 国は大陸棚 に対 して一定の権利 を有 して

お り、 この条 文が明記 して いるように、 この権利 は 「主権的権利(sovereignrights)」

と呼 ばれ る。 この主権的権利 は 、国家 が 自国の領域 に対 して 有す る権利 であ る 「主権

(sovereignty)」 に類似 する言葉であ るが異な る概 念であるこ とに注意 しな ければな らな

い 。

(2)主 権的権利の及ぶ事項

16日 本は、韓国との間で1974年 日韓大陸棚協定(こ れは2つ の協定よ りなる)を 締結 している。
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この沿岸国の主権的権利 の及 ぶ事項は、上記77条1項 が規定す るように、限定 され

ている。すなわ ち、沿岸国は、「大陸棚 を探査 し及 びその天然 資源 を開発す る」こ とに関

してのみ主権的権 利 を有す る。探査(exploration)と は、未 だ埋蔵 されてい る資源が知

られて いない ときに大 陸棚 その ものを さ ぐるこ とをいい、 開発(exploitation)と は、

その存在 の知 られ た資源 を採掘 する ことをい う17。現在のサハ リン海底鉱物資源 に関 し

ては、石油 ・ガスの採 掘が実 際に行 われてい るこ とか ら、「開発」の段階 も含 まれ るとい

うことがで きる。

沿岸国の主権 的権利 は、天然資源の探査 及び開発 に対 してのみ及ぶ。 したが って、大

陸棚資源の探査 ・開発 に関係のない活 動 ・事実 については、大 陸棚制度 は適用 され ない18。

サハ リン沖合 の石 油 ・ガスの採掘 は、天然資源の探査 ・開発 に関係 す る活動である こと

は明 らかであ り、 したがって沿岸か ら12カ イ リを超え る区域 については、 ロシア連邦

の主権 的権利 に服 さなければな らない活動 とい うこ とになる。

この探査及び開発は、天然資源に関 して行 われ るものであ る。 この大陸棚制度 に関す

る天然 資源 の定義 は、77条4項 に規定があ る。ち ょっと分 か りに くい規定振 りであ るが、

要するに天然資源 は、鉱物資源 と生物 資源 の2種 があ る とい うことであ る。生物資源 の

範囲については解 釈の余地があ る19が、 本稿 が対象 とする石 油資源 は鉱 物資源 と して大

陸棚 資源 に含 まれ るこ とは間違いない。

以上の こ とか ら、サハ リン大陸棚 の石油資源の探査 ・開発は、沿岸 国の主権 的権利が

及ぶ活動であ るとい うことが理解 で きよう。

(3)主 権的権利の内容 ～ 主権との相違

さて、重要な点は、 この主権 的権利の 内容である。主権 的権利 に関 して規定す る国連

海洋法条約77条1項 は、1958年 大 陸棚条約2条1項 と同文であ る。1958年 条約 を作

成す るにあたって、ILCが 「主権 」ではな く 「主権 的権利 」 とい う語 を用 いたのは、大

陸棚の上部水域 における航行 ・漁業の 自由(伝 統 的な公海 自由)や 上空飛行の 自由を妨

害 しない とい う消極 的な理 由のためであった20。その上で、ILCは 、「ここで採用 され た

語は、沿岸 国に与 え られ るこの権利が、大陸棚 の探査の ため に必要な及 びその天然 資源

の開発 に関連 するすべての権利 をカバ ーす るとい うことに、疑問の余地 を残 さない。こ

の権利 は、法律 の違反 の防 止 と処罰 に関す る管轄権 を含む。」と した21。 今 日では、む し

17小 田 『前掲 書 』(注9)228頁 。 後 述 の 「オデ コニ ホ ン事 件」東 京地 裁判 決及 び東 京高 裁判 決で も

同 じ理解 が示 され てい る(訟 務 月報28巻11号2224頁 、 同30巻8号1479頁)。
18山 本 草二 『海洋法 』(三 省 堂、1992年)190頁 。 例 えば、大 陸棚 上の沈 没船 の引 き上 げな どは、天

然資 源の探 査 ・開発 と無 関係 な活動 で ある。
19小 田 『前掲 書』(注9)230-232 、206-6-206・9頁 参照 。特 にエ ビ ・カニ が大陸棚 の資 源 に含 ま

れ るか どうか、 が 問題 とな った。

20小 田 『同上書 』217-218頁 、 山本 草二 「大陸棚 の開発 活動 と国 内法令 の適 用関 係」 『日本の海 洋

政策 』2号(1979年)2-3頁 。
21】Yearbookofthθlnternationa1LawCommission

,1956,vol.II,p.2g7,para.2.こ れ は、1956年

のILC海 洋 法条約 草案68条(大 陸棚 条約2条 の原 案)に つ いてのILCの 注 釈 で ある。
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ろこの積極 的な面が重視 される ようになって いる22。また、特 に、1982年 条約 は、1958

年大陸棚条約 と異な り、1969年 「北海大陸棚事件」ICJ判 決 を受 けて大陸棚 を 「(沿岸

国の)領 土 の 自然の延長」 として定義 づけてお り(76条1項)、 実 質的 にも主権 との関

連性が強調 され るようにな ってい る点 も、 留意 が必要であ る。

なお、 日本 の大陸棚で事業 活動 を行った外 国法人 に対す る法人税 の課税 をめ ぐって 日

本の裁判所 で争われ た事件(1982年 「オデ コニホ ン」事件 東京地裁判決、1984年 東京

高裁判決23)に おいて、裁 判所は、次の ように判示 してい る。

「… 大陸棚 に対す る主権 的権利 は、大 陸棚 の鉱物資源の探索 ・開発 に必要な、又は

それ に関連す るすべての主権 的な権利、すなわ ち立法、行政及び 司法権 を含む。すな

わ ち、 目的 においては制限 され るが、右 目的の範 囲内 においては完 全な性 質を有 し、

包括 的かつ排他的であ って、領域主権 と異 なる ところがない。

したがって、大陸棚 に対 する主権的権利は、主権の一側 面たる課税権 を当然 に含む

もので ある。」24

この一節 に、主権 的権利 の意味 が言い尽 くされてい る、 とい って よい。

3.日 本法における大陸棚制度

日本 において、大陸棚 に対す る日本の法 的権限 を一般 的 に認め る直接 の法的根拠が 明

記 され たのは、1996年 に 日本が批 准 した1982年 国連海洋法条約 と、この条約 の批 准 と

同時に制定 した上述の 「排他的経 済水 域及 び大 陸棚 に関す る法律」 によってである。そ

れ以前 は、部分的 ・曖 昧な形で法的根拠 が示されたに とどまった25。

この排他 的経済水域 ・大 陸棚法 は、全部で4力 条 か ら成 る簡単 な法律で ある。同法は、

大陸棚(と 排他 的経済水域)に 関す る 日本の国内法の基本的 な枠組み を規定す るもので

あ るが、その内容 は、大陸棚 の範 囲を定 め(2条)、 日本 の法令 の適用 され る事項 を列挙

す る(3条)に とどまる。いずれ も、国連海洋法条約 の規定 を受 け入れ た内容 とな って

い る26。 要する に、 この法律で地理 的範 囲 と事項的範囲 を定 め、 その事項 に関する具体

的な法令の適用は個別 の法律 に委ね る とい う趣 旨といえ よう。

22山 本 「前掲論文」(注20)3頁 。

23第 一審判決について、東京地判昭和57年4月22日 訟務月報28巻11号2200頁 以下、控訴審判決

について、東京高判昭和59年3月14日 訟務月報30巻8号1427頁 以下。この事件について、武山

眞行 「オデコニホン事件」 『国際関係法辞典』(注9)94頁 。
24訟 務月報28巻11号2224頁 、同30巻8号1479頁 。東京高裁は、東京地裁の判決理 由を若干の語

句の訂正を加 えた上でほぼ全面的に引用 しているが、この本文での引用部分 には訂正が加えられて
いない。
25前 記1974年 日韓大陸棚協定(78年 発効)や 政府委員による国会の委員会答弁な ど。この点にっい

て、水上千之 『日本と海洋法』(有 信堂、1995年)113-115頁 参照。日本は、1958年 の大陸棚条

約に加入 しなかった。
26中 村洗 「国連海洋法条約 と海洋基本法」 『ジュリス ト』1096号(1996年)38-39頁 参照。
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4.ロ シア連邦 の大陸棚法

ロシア連邦 は、1995年11月 に、「大陸棚 に関 する法律 」を制定 した27。 この法律は

49力 条か ら成 る比較 的大 きな法律であ る。日本法 と異な り、その名の示す通 り大陸棚 に

関す る事項 のみを規定 する。そ の構成は、以下である。

第1章

第2章

第3章

第4章

総則

鉱物資源の調査、探査及び開発

生物資源の調査及び利用

大陸棚における人工施設の組立て並びに海底電線及び海底パイプラインの敷

設

第5章

第6章

第7章

第8章

海洋の科学的調査

鉱物資源及び生物資源の保護及び保存並びに廃棄物その他の物質の投棄

大陸棚の利用における経済関係

この連邦法の規定の実施

ここで この詳細 を紹介す る余裕 がないが、 日本法 との比較で簡単 に述べ る と、 ロシア

法 は、大陸棚 に関す る活動 を包括 的かっ詳細 に規定するだけでな く、その前 文で 「この

法律 の定めていない ロシア連邦の大陸棚及 びそこにおけ る活動に関する事項 は、 ロシア

連邦 の大陸棚 に適用 され るその他 の連邦法 によ り規律 され るもの とする。」と規定 してい

るように、他の法律 に対す る特別法 とい う位置づ けにな っている。つ ま り、 日本法 は、

地理 的範 囲を事項のみ を規定 しその具体 的な規制 内容は個別の法令 に委 ねる という内容

であ るの に対 し、 ロシア法 では大 陸棚 に関 する事項 はまず この大陸棚法 によって一義的

に規律 され るとい う仕 組みである。実際の ところ、 この ロシア大 陸棚法 は、大陸棚 にお

ける活動 に関する許可な どの手続 きや その監督官庁 も規定 している。

第三節 大陸棚資源開発に関する沿岸国の法的義務

と国際賠償責任制度

以上が、領海 と大 陸棚 の国際法制度の概略である。このこ とを踏 まえ、本論であ る損

害賠償の問題 に考察を進 め よう。

本稿が対象 とする損害賠償 の問題は、 冒頭で述べ たように、海底鉱物資源の開発の際

の事故 によ り生 じた油汚染損害 に関 して、国際法 の観点 か ら取 り上 げるものであ る。

27そ の 英 訳 と して 、internationa1LegalMaterials
,vol。35(1996),p.1498が あ る 。
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前述 した ように、 国際法分 野では、基 本的 には被害 国が加害 国に対 し国際法上の責任

を追及 す る(国 家責任 方式)と い うこ とが 中心 に置かれる。 しか し、特 に、海底鉱物資

源の開発の事故 に よ り生 じた損害 にっ いて、被害者を救済 するための特別 の仕組み が国

際法上作成 される例 が見 られる ようになってい る(条 約 による民事責任 方式 の制度化)。

以下、それぞれについて、 その法 的な仕組 みを解説 しよう。

国家責任方式

民間の事業 者の行 った海底鉱物 資源 開発 か ら生 じる油汚染損害について、国際法上、

その沿岸国は損害 を被 った国に対 し損害賠償 の責任 を負 うか。 これは、国家が国際法上

の責任 を負 う場合 の要件 に関係す る。国家 は、 国際法上 の義務 に違反す る行為を行 った

場合 には国際法上 の責任 を負 うとい うことは、国際法上確立 した原則 である28。つ ま り、

沿岸 国が 自国の沖合の海底鉱物資源開発に関 していかな る義務 を負 ってい るのか、そ し

て事故 が発生 した場合 に沿岸国はその義務 に違反 したか どうか とい う2点 が、重要なポ

イ ン トとなる。後者 は個別 の状況 と沿岸国が行った具体 的な行為 に関わ るため一般的 に

論 じる ことがで きないので、 ここでは前者の沿岸国の義務 について述べ る。

1.沿 岸国の損害防止義務と賠償責任

(1)領 域使用の管理責任

一般 に
、領 域国は、 自国が支配 する領域 を 自ら使用 しまたは私 人にその使用 を許 すに

あたっては、他国の領域その他 の国際法上 の権利 を害す る結果 にな らない よう、一般 国

際法上特別 の注意義務 を課 される。この注意義務 は、我が国で は 「領域使用 の管理責任」

と呼ば れる重要な原則であ る29。

この原則 を確認 した重要な判例が、1941年 の 「トレイル熔鉱所 事件 」米=カ ナダ仲裁

裁判所 判決(米 国対カナ ダ)で あ る30。 この判決は、次 の ように述べ、領域使用 に関 し

て国家 に課 されるこの特別 の注意義務の内容を明 らかに した。

「事件 が深 刻な結果 をもた ら し被害 が明 白かつ確信 のあ る証拠 によって確証 される場

合 には、いか なる国家 も、他国の領域 において、他 国の領域 に対 しまたは他国領域内

の財産若 し くは人 に対 して、煤煙 によ り被 害 を与え るような方法で 自国の領域 を使用

しまたは使用 を許 す権利 を持たない。」31

28山 本 草二 『国際 法(新 版)』(有 斐 閣、1994年)625、632頁 。
29山 本 『同上書』275-277頁 。

30Reρortsoflnternationa1Arbitra1Awards ,vol.3,p.1905.こ の 事件 につ いて 、尾 崎重 義 「トレイ

ル熔鉱 所事 件」 『国際 関係 法辞 典』(注9)595-596頁 。
31RIAA

,thid.,p.1965.

127



この判決 の示 すよ うに、国家は、 この注意義務 に違反 して他 国 に損害 を与えた場合、

その損害 について責任 を負わな ければな らないのであ る32。

このよ うな領域国の義務は、多 くの重要な国際文書で確認 されてい る。例 えば、1972

年 「人間環境宣言」原則21は 、 次の ように規定 する。

「国家は、(中 略)自 国の管轄権又は管理の範囲内の活動が他国の環境又は国家管轄権

の限界を超える区域の環境に損害を与えないよう確保する責任を有する。」

他 に、例 えば1992年 「環境 と開発 に関す る リオ宣言」原則2な どにも、 同様 の規定

が置かれている。

(2)大 陸棚資源開発に関する沿岸国の慣習法上の義務

先 に指摘 したよ うに、領海 と大陸棚は法的 には別 の海域 であ り、 これ らに対 する国家

の権 限 もそれ ぞれ異 なる内容 を持つ。 したが って、領域 国が負 う義務(領 域使用の管理

責任)が 大 陸棚 の沿岸 国にも課 され る と言え るか どうか、課 されて いる として 同一の内

容か どうかは、別個検討 しな ければな らない。

この点 につ き、一般 に、大陸棚 との関連で も、沿岸 国は同様 に使用管理上の義務 を負

うと理解 されてい る33。 大陸棚 は国家領 域の 「自然の延 長」であ り主権 的権利 は領 土主

権 の延長で ある というその質的な共通性 か ら導かれる と言 って よい。国家は、大陸棚の

資源 開発 に関 して他国 に損害 を与 えることのない よう注意 を尽 くす義務 を負 うのであ っ

て、も しその義務 に違反 して他国 に損害を与えた場合 には、 国際違法行為 を行 った とし

て損害賠償の責任 を負わなければな らないのである。

このこ とは、前述の領 域使 用の管理責任 の原則 を規定す る多 くの国際文書で も、確認

されて いる。例 えば、前述の人間環境 宣言原則21や リオ宣 言原則2は 、領 域 とか領域

主権 とい う言葉ではな く、「管轄権」という語 を用いて、領域でな くとも国家の管轄権 が

及ぶ 区域の活動 について も、その国 にこの特別の注意 義務 が課 され る ことを示 してい る。

む しろ、今 日では、領 域使 用 に関する領域 国の義務 と大陸棚 等国家の主権 的権利 が及ぶ

海域の使用 に関す る沿岸国の義務 は、一体 として合わせて取 り扱 われ るようになってい

る。

32米 国 とカナ ダの1935年 の 裁 判付 託合意 書(オ タ ワ条約)で は カナダ が責 任 を負 うべ きこ とが明記

されて い たが、 この 責任 の根拠 につ いて、裁 判所 は 、単 に条約 で規 定 され てい たか らとい うだ けで

はな く、 この義務 に違反 したこ とに求 めた もの と解 され る。 臼杵知 史 「領 域 使用 の管 理責 任 一 ト

レイル熔 鉱所 事件 一」 山本 ・=古川=松 井編 『国 際法判例 百選』(有 斐閣、2001年)67頁 。

33水 上 千 之 「大陸棚 の海 底鉱物 資源 の探 査開発 に伴 う海 洋汚 染の規 制(一)」 『広 島法学 』9巻3号

(1985年)46-47頁;E.Gold,"Po■utionfromOffshoreActivities-AnOverviewofthe

Operational,LegalandEnvironmentalAspects",C.M.DeLaRue,ed.,LiabilityforDamageto

theMarineEnvironmθnt(1993),203,PP.218-219.
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また、実際のところ、資源が領海と大陸棚にまたがって存在するような場合、領海で

の資源開発と大陸棚での資源開発を分けて内容の異なる国際法上の権利義務を設定する

意味はほとんどない。

(3)条 約における海洋環境保護義務の取り扱い

こうい った海底鉱物資源の開発に関す る沿 岸国の損害防止義務は、海洋環境の保護 義

務 とい う意 味合い を強 く持 ち、今 日多 くの海洋環 境保護条約 において、 この沿岸国の義

務 が規定 されるよ うになってい る。 しか し、海洋環境保護 に関する条約規定で のこの保

護義務 の取 り扱 いは、 それ ぞれの条約 によって一様 ではない。

海底鉱物資源(特 に大 陸棚資源)の 開発は、戦後 になってか ら特 に注 目され たもので

あ るが、 当初 は、海洋環境 の保護 とい う包括的な取 り扱 いはなされ てお らず、 また国家

の保護義務 が特 に明記 されてはい ない 。例 えば、1958年 の公海条約24条 は、「すべて

の国は、海水 の汚濁 の防止 に関する現行 の条約の規定を考慮 に入れて、船舶 若 し くはパ

イプライ ンか らの油の排 出又は海底及 びその下の開発及 び探査 に よ り生 ずる海水 の汚濁

の防止のための規則 を作成 するもの とする。」 と規定 するに とどまる。 また、1958年 の

大陸棚 条約5条 は、大 陸棚 の探査及び開発 に関す る沿岸国の義務 について規定 するが、

航行、漁業 または海 洋生物資源 の保 存に対 し不 当な妨害 を与えてはな らない(1項)、 海

洋生物資源 を有害物質か ら保護 す るための適 当な措置 を とらなければな らない(7項)

とする程度 に止 ま り、 これ も他 国の沿 岸に損害 を与 えてはな らない とい う内容 にな って

いない。

海底鉱物資源 の開発か ら海洋環境 を保護 す るとい う考 えが強 く示 され るようになるの

は、1972年 人間環境宣 言か らで ある。これ以降は、大 き く2つ の流れが あ り、1つ は地

域的海 洋環境保護条約で、沿岸国の間で特定の海域 の環境 の保護 を包括 的に図 ってい く

とい うものであ り、 もう1つ は海底鉱物資源の開発に よ り生 じる損害 の賠償責任 を取 り

扱 うものである。

前者の例 と しては、例 えばバル ト海 を対象 とする1974年 「バル ト海の海洋環境保護

に関す る条約 」、地 中海を対象 とする1976年 「汚染か らの地 中海 の保護 に関する条約」、

ペル シャ湾 を対象 とする1978年 「汚染 か らの海洋環境 の保護 に関する協力 のためのク

ウェー ト条約」 な どがある34。 これ らの条約は、い ずれ も締約 国の海 洋環境保護 義務 を

包括的一般 的 に定 めた上で、条約 を補完 ・強化す るため締約 国の間で個別 の事項 ににつ

いて議定書 を作成 し、 よ り個別具体 的に海 洋環境の保護 を図 るようになっている。海底

鉱物資源の開発 との関連では、前記1978年 クウェー ト条約 の1989年 「大陸棚 の探査及

び開発 か ら生 じる海洋汚染 に関す る議定書」35と、前記地 中海保護条約 の1994年 「大陸

34こ れ らの うち、1976年 地 中海保 護条 約の 訳 につ いて は、そ の邦訳 が地球 環境 法研 究会編 『地球 環境

条約 集 第3版g(中 央 法規 出版 、1999年)362頁 に 掲載 され てい る。
351989年3月29日 ク ウ ェー トで署 名、1990年2月17日 発 効。条 約文 は、Z.Gao,EnVironmenta7

RegulationOfOilandGas(1998),pp.491・500に 掲 載 され てい る。
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棚並び に海底及びその下の探査及 び開発か ら生 じる汚染 に対 する地 中海 の保護の ための

議定書」36(以 下 「地 中海大 陸棚議定書」 とする)が ある37。

後者の賠償 責任 の問題 については、国家責任 方式 を とるか民事責任方式 にす るかは見

解の対立があ り、 一般 的な内容 の国際文書の作成 にあたって はコンセ ンサスが得 られな

か った。例 えば、1972年 人間環境宣言原則22は 、「国は、汚染 その他 の環境損害の被

害者のための賠償責任 と賠償金 に関す る国際法を一層発展 させ るこ とに協力す る。」と定

め るにとどま り、 国家責任 方式か民事責任 方式を とるのかについて態度 を保留 した。 し

か し、 い くつかの条約 は、 開発 を行 う事業 者へ の責任 を定め、民事責任方式 に踏み切 っ

た。 これにつ いて は、後述 「二.民 事責任 方式」 で取 り扱 う。

1982年 国連海洋法条約 は、国家 に対 し海洋環境保護 の一般的義務 を定め る(192条 、

194条1項2項)と 共 に、特 に海底鉱物資源の開発 による汚染 に関す る規定 を置いた(194

条3項(c)、208条 、214条)。 他 方、賠償責任 にっいては、両方式を併記 して上記1972

年人間環境宣言原則22と 同様 の内容 を持っ一般 的な規定 を置 くに とどまった(235条)。

その他、海底鉱物資源の開発 に関する環境保護義務は、様 々な条約 で部分 的 ・間接 的

に規定 されてい るほか、EC/EU法 、非拘束 的な ガイ ドライ ン等で も取 り扱 われている

380

これら海洋環境保護条約では、国家に環境保護のための一定の義務を定めており、理

論的にはこの義務に違反 して他国に損害が生じた場合はその国が被害国に対 し責任を負

うということができる。

2.国 家責任方式の現実的問題点

この ように、国家責任 方式、つ ま り国家が 自国の国際法上 の義務 に違反 して生 じた損

害 について国家が負 うべ き賠償責任は、国際法上は確 かに非 常に有用性 が高 い。 も とよ

り、 この義務 の違反 の認定 は容易でな く、それは、一般 に国際法上 の義務 の違反の認定

が困難である ことに加 え、 そもそもこの義務の内容 自体 一般 的抽象 的で あ り、具体的な

内容は各国の個別 の判 断に委ね られ る部分が大 きいためである。 そのため、実際 に損害

が発生 して も、 それが沿岸 国が果 たすべ き義務 の違反 に起 因するの かどうか の判断は、

非常に困難 である。それ にも関わ らず有用性が高いのは、1941年 の トレイル熔鉱所事件

の判決 とい う先例 が現 に存在す るためであ る。加 えて、 この義務 を定め るよ り詳細 に規

定する国際 文書 も多 く作成 され繰 り返 し確 認され ているこ とも、無視す ることがで きな

い。

361994年10月14日 マ ド リ ー ドで 署 名 、未 発 効(国 連 環 境 計 画 サ イ ト(http:〃www.unep.ch/seas/main!

med/medoffsh.html)よ り。 こ の 条 文 の 一 部 が こ の サ イ ト に 、 全 文 がGao,ibid.,pp.465・490に 掲

載 さ れ て い る 。

37R .R.Churchill1AtV.Lowe,ThθLapvOfthθSea,3ded.(1999),p.373.

38こ こ で 取 り扱 っ た 条 約 等 に つ い て 、 詳 し く は 、Churcill1Lowe,ibid.,370・374;Gao,suρranote35,

pp,13・32;M.Gavouneli,PollutionfromOffshoreInstaUations(1995),pp.68・76参 照 。 ま た 、 こ

れ ら の 国 際 文 書 の い くつ か に つ い て は 、 そ の 邦 訳 が 『地 球 環 境 条 約 集 』(注34)に 掲 載 さ れ て い る 。
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しか し、 この義務 違反 による国家責任 の発生 とい う法原理 は、サハ リン沖合 の海底鉱

物資源開発の事故 によ り北海道沿岸 に油汚染損害が発生 した場合 を念頭 に置 くと、果た

して被害者個 々人 にとって どこまで実 際的有用性があ るといえるだろ うか。つま り、 こ

の方法は、 日本政府が ロシア政府 に損害 の賠償 を外交手段 に よって求める とい うもので

あって、 それ 自体決 して意義は小 さ くない として も、被害者 に とっては様々 に不安定 な

要素が覆い被 さって くる。

第一 に、 ロシアか ら賠償金 を得 るためには、 日本政府が積極 的 に行 動 しなければな ら

ない。上述 のように、 これ はロシアの義務 違反行為 によって 日本の国際法上の権利 が侵

害 されたためロシアに対 し損害の賠償 を求める とい う形 を とる。 したが って、 日本政府

が 自国の権利 を どのように とらえその救済 を どの ように求め るか によって、その請 求の

内容が異 なって くる。極端 な場合 、油汚染損害 が北海道 に生 じて も 日本政府が何 ら権利

を侵害 されていない と判 断する場合は、 ロシア政府 か ら賠償 は得 られない。 そこまで極

端でな くとも、被害者個人 に生 じた損害 を個別 に 日本政府 が国 としての損害 として ロシ

ア政府 に請 求するか どうかは、ひ とえに政 府の判断による。

第二 に、国家間紛争の解決方法 はい くっ かある39が 、 日本 とロシア との間で は基本 的

に交渉 によって紛争解決 を図る とい う可能性 が高 く40、それ だけ両 国の力関係 に左右 さ

れ る部分が多 くなる。

第三に、第二に関係 するが、 日本 とロシアの間の国家間紛争 であるため、 その解決は

両国の政治的状況 に大 き く左右 されざるを得ない。両国の関係 が良好で あるな ら事態の

解決はそれほ ど難 しくはな らないであろ うが、悪化 してい る場合 は交渉 の場 す ら設定で

きない こともあ りうる。良好な関係 であるかどうか とは別に、二国間の間で大 きな政治

的関係の進展が見 られ る場合 、損害賠償 問題が場合 によ り犠牲 にされる ことも考 え られ

る。例 えば事故の発生が北方領 土問題 が決着 しそ うな最終段 階 に入 った ような時期 の場

合、 日本政府 の判断 として北方領 土の返還 を優先 させて損害賠償の問題 をこ じれさせ な

い ようあえて譲歩す る とい うことは、十分あ りうる。あるいは、ロシアの経済状況か ら、

十分 な賠償金 が得 られない場合、 日本政府 と して政治的な考慮 を加 えあえて減額 して請

求する とい うこともあろう。その差額 をどうするかは、 日本の国内政治的問題 とな る。

第四に、 日本政府 がロシアか ら賠 償金 を得 た としても、それ が被害者個 人 に支払われ

るか どうかは、実 は法的 には保証 されない。実際 にはあ りえないであ ろうが、 日本政府

が ロシアか ら得 られた賠償金 を、被害者 に渡さず全額 国庫 に入れ る とい うこ とも、 日ロ

闇で特 に取 り決 めを しない限 り法的 には可能である。そ こまで はい かない として も、得

られた賠償 金 をどの ように配分 するか は、基本的 には国内の政治 的事項であ って、被害

者個人 に生 じた損害 が どこ まで補填 され るかは、政府 の判 断による。

この ように、賠償 問題 を国家間紛争 として処理す る場合 には、被害者個人 に とってい

くつかの不安定 さが残 る。 これは、結局 の ところ、義務 の内容及び紛争解決 の手続 きに

39佐 古 田 「98年 報 告書 」84-93頁 。

40佐 古 田 「98年 報 告書 」116-118頁 参 照 。
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関 して、両 国の国際的及び国内的な政治 的判 断によって決せ される部分 が少 な くない こ

とに起 因する、 と言わなければな らない。

二.民 事責任方式 ～ 条約による制度化と民間協定

1.民 事責任方式の意義と特徴

(1)国 家責任方式と民事責任方式

前述 した ように、 国家の国際法上 の責任の追及 とい う方式は必 ず しも被害者個人 に と

って優れた方式 とは言えない。また、感覚的 に見て も、 民間企業 が行 った行為 によって

民間人が損害を被 った場合、 国家 間の紛争 として とらえ国が賠償責任 を負 う とい う仕組

みは、 よ く考 える と奇妙で ある。む しろ、被害者個 人が加害企業 に対 し損害賠償 を求め

るとい う方式が よ り身近で あ り理解 しやすい。本稿 が扱お う とす る紛争は、投資紛 争の

場合 と同様 、元来 は民間人 を当事者 とす る国内法 上の紛争で あって、上述の国家責任の

説明は、 この民間人同士の紛争が 国家間紛争 に転化 した場合 につ いて述べ たもの、 とい

うことがで きる41。

この元来 の国内法上の紛争 は、いずれかの国の国内法 に基づ きいずれかの国の国内裁

判所 で解決 される とい うこ とにな る。サハ リン石油資源 開発 に即 して言い換 え ると、被

害者である 日本人 が、 開発企業 を相手 に、 ロシアの法律 に基づ きロシアの裁 判所 に提訴

す るか、 日本 の法律 に基づ き 日本の裁 判所 に提訴 するか、あ るいは開発企業 の親会社 を

被告 と して、例 えば米国の法律 に基 づ き米 国裁判所 に提訴す るか、 とい うことになる。

こういった点 も、投資紛争 の場合42と 基本 的に同 じであ る。

(2)高 度危険活動により生 じた越境損害についての無過失責任

とこ ろで、1950年 代 以 降 、特 に 国境 を越 え て展 開 され る高度 危 険活 動(ultra・

hazardousactivities)の 事故(例 えば、航空機 の落下事故、タンカー事故、海底鉱物資

源 の探査 ・開発の際の事故、原子 力発電所 の事故、原子 力船 の事故 な ど)に よ り生 じる

損害 については、 条約 に よって、加害企業の民事 責任 を無過失責任 とした上で、 よ り被

害者の救済 に資す るような仕組 みを整備 する とい う方法 が見 られる ようになってい る。

前述 したように、民間人同士の紛争は いずれかの国の国内法 に基づ きい ずれ かの国の国

内裁判所で扱われ るのが基 本であ り、 この無過 失責任諸条約 もその方式 を維持 してい る

が、 これ らの条約 は、 その責任 の要件や責任追及 の手続 きを各 国の裁量 に委ねず、国家

間の義務 と して相互 に保証 するもので ある。

41こ の 点 につ いて
、佐 古 田 「98年 報告 書」82-83、95頁 参 照。

42佐 古 田 「98年 報 告書 」81-82頁
。
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これ ら無過失責任諸条約は、その対象 となる活動 ・損害の範囲、無過 失責任制度 を採

用 した理 由、責任 の要件、責任追及の手続 きな どその内容は必ず しも同一ではないが、

い くつか共通 する特徴 を有 してい る。すなわち、① その事業活動 を運用管理す る者(事

業者(operator)、 船舶所有者な ど)へ の責任集 中、②責任 当事者 の無過失責任、③責任

当事者 の強制保 険、④外 国人か らの訴訟 に対す る裁判所 の管轄権 の設定、及び⑤外国判

決の承認 ・執行の義務 、である43。

ここでは詳述 しないが、 これ らはいずれ も、本来、各国の裁 量に委 ね られる事項で あ

る。つ ま り、通常は不法行 為責任 は過失責任主義が採用 されてお り、責任 当事者はその

故意 ・過失があった者すべ て とい うのが原則であ る。無過 失責任 を どの ような場合 に導

入す るかは、それぞれの国の法政策上 の判 断で ある。保 険を義務 づけるか どうかも、 同

じく各国 の法政策 的判断 による。外 国性 を有 する訴訟 について裁 判所 に管轄権 を認 める

か どうか(国 際裁判管轄)、他国の裁判所 で下 された判決 にいかな る法的効力 を与えるか

(外国判決の承認 ・執行)と いった問題44も 、 同様 である。

これ ら無過失責任諸条約は、 こうい った各 国の裁量 を大幅 に制限 し、条約 によ り一定

の措 置を国内的に実施 するよ う義務づ ける。今 日では、少 な くともこれ ら高度危険活動

によ り生 じる越境損害 につ いての賠償責任 は、国家責任方式 よ りも民事責任方式が よ り

現実的に機能 して いる、 といって よい。

海底鉱 物資源の探査 ・開発 も一般 に高度危 険活動 と して位 置づけ られてお り、事故 に

よる生 じる損害についての賠償責任 に関する条約が作成 されている。次 に、 これ らの条

約の内容 について、詳 しく説明する。

2.条 約による民事責任方式の制度化と民間協定

海底鉱 物資源開発の際の事故に よ り生 じた油汚染損害 についての加害企業 の賠償責任

に関 して直接取 り扱 う条約 としては、次の2っ がある。すなわ ち、1977年 の 「海底鉱

物資源の探 査及び 開発 か ら生 じる油汚染損害 にっいての民事責任 に関す る条約」(以 下

「海底資源 責任 条約」または 「1977年 条約」 とす る。)と 、地 中海保護条約 についての前

記1994年 「地 中海大 陸棚議定書」であ る45。また、国家間の取 り決めではないが、 この

1977年 条 約 と実質的 に同 じ役 割を果た している民 間の協定(1974年 沖合汚染責任協定

(OPOL))が あ り、実際上重要 な役 割を果 た して いる46。

いずれ の条約 ・協定 も、 日ロ間の問題 には適用 されない。 しか し、 日ロ間で もこの よ

うな仕組 みを構築 すべ きとい う観点か ら、その ための参 考情報 と して、以下、1977年 条

約 を中心に これ ら3つ の条約 ・民間協 定 を紹介 する。

43山 本 草二 『国際 法 にお ける危 険責任 主義』(東 京大 学 出版 会、1982年)183-231頁 参 照 。

44国 際裁 判管 轄 の問題 につ いて渡 辺慢 之 「国際裁 判管轄 」 『国際関係 法辞典 』(注9)260-261頁 、

外 国判決 の承認 ・執 行 につい て海老 沢美広 「外 国判 決」 『同辞 典』116頁 参 照 。
45Churchill1Lowe

,supranote37,pp.376-377.
461bid .,p.377.
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(1)1977年 海底資源責任条約47

この条 約は、「油汚染 による損 害を被 った者 に対 し適 正な賠償 が行われ るこ とを確保 」

し、「責任 についての間題 を解 決 し及び、その ような場合 において適 正な賠償 を行 うこと

についての統 一的な規則及び手続 を採 用する」ために(前 文)、 ベル ギー、デ ンマー ク、

フランス、西独(当 時)、 アイル ラン ド、オラ ンダ、ノル ウェー、ス ウェーデ ン及 び英 国

の9力 国 によ り、1976年12月 にロン ドンで作成 された。条約 の明文の規定はないが、

これ ら9力 国の範囲か ら考える と、 この条 約は実際上北海、バル ト海及び北西大西洋で

の汚 染損害 を対象 とす るもの とい える48。 この条約 は、上述 の前 文か ら理解 され るよう

に、各 国の国内法 に対 する特則 と して位置 づけ られ る。

なお、後述す るように、 この条約 はい くっ かの理 由で、 発効 して いない。 しか し、現

在 もなお、大陸棚資源開発の際の事故 によ り生 じる損害 についての賠償責任 を論 じるに

あたって頻繁 に紹介 され、 また将来 の条約 を考え る上 でのモデル条約 と して も重要な位

置づ けがなされ ている49。 本稿 も、 この条約の先例的価値 に着 目す るものである。参考

資料 として、本稿末尾 にこの条約の全文の邦訳 を付 したので、適宜参照 して も らいたい。

(a)責 任主体

汚染損害 について賠 償責任 を負 うべ き主体 は、事故発生 時の施 設 の事業者 であ る(3

条1項)。 事業 者への責任集 中である。

「施設(installation)」 は、海底 の探査及 び原 油の生産 ・処理 ・貯蔵 ・輸送 と原油の流

出の制御 のために用い られる油 井(well)そ の他 の設備な どをいい、廃棄 された もの も

含む(1条2項)。 「事業者(operator)」 とは、「管理国(ControllingState)」 によ り事

業者 と して指定 された者、 または、その指定がない場合 は、施設で行われ る活動の全体

を管理す る者をいい、許可 を受 けてい るか どうかを問わ ない(1条3項)。 この 「管理 国」

は、施 設が置かれている海域 の海底 を探 査 しその資源 を開発 するた めに主権 的権利 を行

使す る、条 約当事国をい う(1条4項)。 っ ま り、「管理国」の領海 ・大陸棚で、「事業者」

が 「施 設」 を用 いて探査 ・開発 を行 うとい う状況 を設定 し、その事業者が損 害について

責任 を負 うという ことであ る。

同一の施設が2以 上の事業者 によ り運用 され る場合 には、そのすべ ての事業者 が連帯

して責任 を負う(3条2項)。 ただ し、責任 を負うのは事業者 のみで あって、その被用者

や代理 人は責任 を負わ ない(4条2項)。 また、この条約 に基 づ く場合 以外 に、事業者 に

対 し、汚染損害 についての賠償請求を行 ってはな らない(4条1項)。

471976年12月17日 ロ ン ドンで採択 、1977年5月1日 署 名開放 。未 発効 、批 准国 な し。条文 は、

Internationa1Lega1Matθrials,vo1.16(1977),p.1450.こ の 条約 につ い ての 日本語 文献 と して、山

本 『前掲 書(危 険責 任)』(注43)148-149、175-177、184-210頁 、 水 上千 之 「大 陸棚 の海底

鉱物 資源 の探 査 開発 に伴 う海洋 汚染 の規制(二 ・完)」 『広 島法学a9巻4号33-41頁 が あ る。
48M .-L.Larsson,ThθLawofEnVironmθntalDamage(1999),p.208参 照 。 また、 この条約 は、 こ

れ ら3つ の 海域 に沿 岸線 を持 つ 国に加入 が認 め られ うる(18条)
49Churchi11!Lowe

,supranote37,pp.376・377;Gavoulleh,supranote38,118・119;Gold,supra

note33,221-222;
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(b)責 任 を負 うべ き汚染損害 の範 囲

事業 者は、汚 染損害 につ いて賠償 責任 を負 う(3条1項)。 「汚 染損害(pollution

dalnage)」 とは、施設か らの油 の流出 ・排 出による汚染 に よってその施設 の外部で生ず

る損失 ・損害 をいい、防止措置の費用及 び防止措置 によって生ず る損失 ・損害 を含 む(1

条6項)。

事業者 が責任 を負 うべ き汚染損 害の範囲は、(a)管 理国の管 轄の下 にある施設で沿岸

低潮線 を越 えて発生す る事故 によ り生 ずるもの、及び、(b)条 約 当事 国がその領 域 ・主

権 的権利 を有 する区域で被 った もの、であ る(2条)。

したがって、前述 したように、 この条 約の適用範 囲は、実際上、北海、バル ト海及 び

北西大 西洋で の汚染損害が想定 されていた ことになる。

(c)責 任原則

この条約 で注 目され る点 は、責任原則 についてである。

・責任 の性 質

事業 者が負 うべ き責任 は、故意 または過 失 を要件 と していない(3条1項 参照)。 つ ま

り、無過失責任(英 米法上 の用語 としては厳格責任(strictliability))の 考え方が採用

されてい る と言 うことがで きる50。

・免責事 由

過失責任の場合 は、故意 ・過 失がなければ責任 を負わないが、無過 失責任 の場合 は故

意 ・過失 がな くとも責任 を負 うことになるか ら、 いかな る状況の下でな ら責任 を負わな

いのかが別途検討 され なければな らない。

この条約 は、損害が戦争行為、敵対行為、内乱、暴動 または例外的 ・不可避的 ・不 可

抗力的な 自然現象 によって生 じた ことを事業者 が証 明 した場合 には、事業者は免責 され

る旨規定 す る(3条3項)。

・責任 限度

詳細 は省 くが、無過 失責任 の場合 は多 くの国内法 において責任限度 を設 けるのが一般

であ り、無過失責任諸条約 も同様 に責任限度 を設定 している。

1977年 条約の場合 、この責任 限度額 の設定は、交渉 にあ たって大 き く問題 とされた51。

結局、条約 では、1施設 の1事 故 についての責任限度額 を、条 約が署名開放 され る日(1977

50山 本 『前 掲 書(危 険 責 任)』(注43)191-192頁 、Churchi■1Lowe ,supranote37,p.376.

51山 本 『同 上 書 』197-199頁 参 照 。
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年5月1日)か ら5年 間は3000万SDR、 そ の後は4000万SDRと す ることで、 妥協

が成立 した(6条1項)52。

なお、 この責任 限度の利益 を享受 するため には、 当該事業者 は、 この責任限度額分の

基金 を訴 えが提起 され うる国 の裁判 所 または権限 ある当局 に形成 しなければ な らな い

(6条5項)。 基金 が形成 された条約 当事国の裁判所 が、基金 の割 当て及び分配 を決定す

る(11条3項)。

(d)強 制保険

事業者 は、 自己の責任 を担保 するため、管 理国が定 める金額、種類及び条件 で、保 険

その他 の金銭上 の保証 を設定 し維持 しなければな らない(8条1項 第 一文 本文)。 このそ

の他 の金銭上 の保証 には、例えば銀行保証 が含 まれ る。

1977年 条約 の定 めるこの強制保 険にっいては、 しか し他 の条約 と異 なる内容があ り、

この点 がこの条約 の問題点 として指摘 され ている。すなわち、事業 者が維持 しなければ

な らない保 険その他 の金銭上 の保 証の金額 は、条約が署名 開放 され る 日か ら5年 間は

2200万SDR、 そ の後 は3500万SDR以 上でな ければな らない、 とされ る(8条1項 第

一文但書) 。これ は、上述の ような責任限度額(3000万SDR、4000万SDR)よ り低 い

額で あるこ とに注意 しなければな らない。 これは、 当時の保 険市場 の引受能 力に限界 が

あったためであ る53。

他の無過 失責任条約 では、 事業者 は、責任限度額 まで保 険等 を維持 しなけれ ばな らな

い とい う仕 組みになっている。また、原子力損害の場合 も同様 に保 険市場 の引受能力 に

限界があ ったが、その賠償責任 を定 める条約は、国家がその差額 を保証 する とい う仕組

み を設けている54。

ところが、 この1977年 条約 は、原子力損害の場合 の ように国家 が保証 する という仕

組み を とってお らず、 あ くまでも責任主体は事業 者である とい う民事責任 の考 えが維持

されている一方で、被害者 は条約 の定め る責任 限度額 までの救済が保証 されていない。

そのため、制度 として は不十分 な感が否めない。

なお、賠償請求 を保険者 ・保証提供者 に対 し直接行 うこ とがで きるこ とは、 もちろん

である(8条3項)。

(e)賠 償請求手続

無過失責任諸条約の被害者救済のための特徴は、賠償請求手続に顕著に見られる。

52SDRと は 、特別 引出権(SpecialDrawingRights)の こ とをいい 、1969年 に 国際通 貨基 金(IMF)

協 定 に基づ き創 出 され た特 殊な 国際 通貨 単位 であ る。条約 の定 め る金 額 は、 ドル で はな くSDRで 示

され る場合 も少 な くない 。 この1977年 条 約 の採 択 当時 、1SDRは1.2ド ル 弱で あ った。SDRに つ

いて は、 曽野和 明 「SDR」 『国際 関係 法辞 典』(注9)68-69頁 参 照 。 なお、2002年3月 現在 、

1SDR二 約1.25米 ドルで あ る(IMFサ イ ト(http:〃www.im£org/external/np/tre/sdr/basket.htm)

よ り)。

53山 本 『前掲 書(危 険責 任)』(注43)199頁 、 水 上 「前 掲論 文(二 ・完)」(注47)39頁 。

54山 本 『同上 書』223-224、229-230頁 。
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・国際裁判管轄

この条約 に基づ く賠償 の請求の訴 えは、事故 のために汚染損害 を被 った国の裁判所 か

管理 国の裁判所 にのみ提起 するこ とがで きる(11条1項)。 各 国は、 自国 の裁判所 が管

轄権 を有 す るよう確保 しなければな らない(11条2項)。 っま り、被害者 は、 その事故

を起 こ した施設 のある地の裁判所 か被害 を被 った地の裁判所 に提訴 する ことがで き、条

約上の義務 と して裁判所 はその訴 えを受理 しなければな らない、 というこ とである。

・外国判決の承認 ・執 行

管轄権 を有す る裁判所 が下 した判決 は、いずれの条約 当事 国において も承認 され(12

条1項)、 執行 され る(12条2項)。 つま り、裁判所 の確定判決は、他 の条 約当事国でも

その国の確定判決 と同等の効 力を有 する という趣 旨であ る。

この ような仕組みの持つ意義は、本稿 が取 り上 げてい る問題 状況 を想定 す ると分か り

や すい。す なわち、被 害 を受けた 日本人が、 日本 の裁判所で、サハ リンの石油資源 の開

発企業 ・保 険業者 を相手 に裁判を起 こす ことがで き、そ の判決は、 ロシア国 内で ロシア

の裁判所 の判決 と同様の効力 を有す る、 とい うことである。

(D発 効

この1977年 条約は、4力 国の批 准に よって効力 を有す る(20条1項)。

しか し、実際 には1力 国の批准 もな く、 また将来 的にも発効 の見込みはない と言われ

る55。 その理 由 と して、諸国が責任限度額 に不満があ るこ とと優れ た民間協定(後 述 の

OPOL)が あ ることの2点 が指摘 されてい る56。

(2)1994年 地中海大陸棚議定書

1994年 に採 択 され た地 中海大 陸棚議定書 は、その名称 の示す通 り、大陸棚資源 の探

査 ・開発 か ら生 じる汚染 の問題 を直接取 り扱 うものであ る。賠償責任 につ いては、27条

に規定が置かれてい る。

27条 は、条約 当事 国は、大陸棚 の探査 ・開発か ら生 じる損害 についての賠償責任 と賠

償金 を決定す るための適当な規則 と手続 きを可能な限 り早期 に作成 する ことに協 力する

こ と(1項)、 その ような手続 きが作成 され るまでの間、条 約当事国は、事業 者が迅速で

適 当な賠償金 を支払い、条約当事国が定 め る種類 と条件 の保険その他の金銭 上の保 証を

有 し維持す るこ とを確保す るため、必要なすべての措置 を とるこ と、が求 め られてい る。

賠償責任の 問題は、1976年 の地 中海環境保護条約12条 に規定 があるが、 これは上述

の人間環境宣 言22項 と同様 に、規則 制定の協 力義務 を定 めるに とどま り、国家責任 方

55Churchill/Lowe ,supranote37,p.376;Larsson,supranote48,p.208.
56Churchill/Lowe ,ibid.,p.377.
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式か民事責任方式か については態度 を保留 した。 しか し、 この1994年 議定書27条 は、

この点 について民事責任 方式の方 向を定め強制保 険に言及 している とい う点で、注 目さ

れ る。ただ し、27条 自体 は これ以上 の具体的な 内容 を定 めてい るわけではない。将来的

には、1977年 の海底 資源責任条約 のような賠償責任 に関する詳細な規則 の作成 を目指す

ことが意図 されて いる もの と思われ る。

(3)1974年 沖合汚染責任協定(OPOL)

(a)概 要

沖合汚染責任協定(OffshorePollutionLiabilityAgreement;OPOL)は 、沖合 で石 油

開発事業 を行 う10以 上の石油開発業者 が締結 した民間協定であ る57。この協定 は、沖合

施 設 か らの 油流 出 のた め に生 じる汚染 損 害 を被 っ た者 に賠 償金 を支払 い 、救 済措 置

(RemedialMeasures)58の 費用 を負担 した国 に経 費 を償 還するための手段 を提供 するこ

とを 目的 とする(OPOL協 定前文参照)。

1974年 の締結 当初 は英国の管轄 内での沖合施設 のみを対象 としたが、現在 は、その対

象 も、 ヨー ロッパ共 同体、 ノル ウェー、マ ン島及 びその他の国での沖合施 設 まで拡 大 し

ている。締結後何度か改正 を してお り、最後 の改正 は1996年8月1日 であ る。

な お 、 こ の 協 定 に よ り設 立 さ れ たOPOL協 会(OffshorePollutionLiability

AssociationLimited)は 英 国法人で ある(OPOL協 定2条A項)。

(b)内 容

賠償責任 は、事業 者に集 中する59。 すなわ ち、油流 出の時 に沖合施設 の事業 者であ っ

たOPOLの 加盟者は、1事 故にっ き、最高1億2000万 ドル まで の賠償金 を負担す る60。

その内訳 は、6000万 ドルが汚染損害 の請求 に、6000万 ドルが国の救済措置費 に充て ら

れる。一方 に余剰があ り他方で不足 がある場合 には、その余剰 分が不足 分 に回 される(4

条A項)61。

事業者の責任は、無過 失責任(strictliability)で ある62。 免責事 由は、1977年 条約

よ りも広い 内容 とな ってい る(4条B項)。

57協 定 文は、Internatゴona1Lθga1Materials,vol,13(1974),p.1409。1974年9月4日 、13社 で 締結 、

1975年5月1日 発効 。OPOLに つ いて は、OPOLの サ イ ト(http:〃www.opol.org.uk/)参 照 。
58被 害 者へ の救 済 とい う意 味は な く

、 防除措 置 な どを指 す 。
59S .・H.Svensen,"Po■utionfromOffshoreActiVities-LiabilityandP&IInsuranceAspects",De

LaRueed.,suoranote33,233,p.238.
601974年 の締 結 当初 は1600万 ドルで、1977年 条 約 の限度額(3000万SDR=約3500万 ドル)よ り

遙か に低 か った 。
61や や分 か りに くいが、 要 す るに、 被 害者救 済 と国の 防除 費用 を一 緒 に して1億2000万 ドル を分 配

す るので はな く、これ らを区別 しそれ ぞれ6000万 ドル分 まで優 先的 に支 払 う とい う趣 旨で あ る。例

えば、被害 者 の損害 が3000万 ドル、防 除費用等 が極 めて多額 に及 び3億3000万 ドル にな った場合 、

も しこれ らが一緒 で あれ ば3億6000万 ドル を按 分 して1億2000万 ドル か ら分 配 す るとい う ことに

な る(し たが って被 害者 救済 に1000万 ドル 、国 に1億1000万 ドル の分配)が 、 この協定 の規定 で

は、被 害者救 済 に3000万 ドルの全額 、 国に残 りの9000万 ドル が分 配 され る、 とい う こ とにな る。

62水 上 「前掲 論文(二 ・完)」(注47)43頁;Larsson ,suρranote48,p.211.
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加盟者は、この4条 に基 づ く義務 を履行 するために、その金銭 的責任 を設 け維持 しな

けれ ばな らない(2条C項2)。 その詳細は、OPOL規 則 に定 め られている。

債権者が この協定 に基 づ く権利 を行使 して もなお加盟者が 自己の義務 を満 たすこ とが

で きない場合 には、OPOL協 会 が、加 盟者 か ら債権者 に支払われ るべ き金額 の支払 いを

保証 する(3条2項)。

この協定 の解釈 ・適用 に関す る債権 者 と加 盟者 の間の紛争は、国際商業会議 所規則 に

従 った ロン ドンで の仲裁 に付 され る(9条)。

(4)'」 、括

この ように、民事責任方式 は、政府の判断 に影響 され る ことな く、被害者が 自身の判

断で行動す ることがで きる という点で、長所 を持 つ。1977年 条 約の ような無過 失責任 の

仕組みは、被 害者 の救 済に優 れた内容 を持っ とい えるが、何 よ りも、 この条約 は海底鉱

物資源の開発 とい う具体 的な状況 を直接取 り扱 ってお り、賠償 責任 の闇題 のすべて はこ

の条約の規 定 に従 って処理 される とい う点 で、最大の利 点がある といえ よう。逆 に、 こ

うい った特別の仕 組みがない場合 は、他 の一般的 な法律 ・制度 を活 用 して、様 々に解釈

で補いつつ問題の処理 にあた るため、 関係者 ・関係国の間で混乱や意見の不一致 がある

とその都度協議 して合意 を探 るとい う方法 を取 らざるをえない。

ただ し、2点 、問題点 と して指摘 して お きたい。

第一 に、未だ に有効な条約体制 は成 立 して いない。1977年 条約 は発効 の見込 みはな く、

また1994年 の地 中海大 陸棚議定書 も具体的な内容を持 っていない。 したが って、被害

者の救 済 とい う観点 か ら考 える と、少 な くとも現段 階では現実 的な有用性 は極 めて低い

と言わざるを得 ない。実際上は、 したが って、海底鉱物 資源 開発 によ り生 じる損害 につ

いての賠償責任 は、基本 的には各 国の国内法 に委 ね られる ことにな る63。 ただ し、地域

が限定 され るが、民間協定 であ るOPOLが よ り実効的な賠償 制度 を提供 している とい う

こ とは無視で きない64。

第二 に、被 害者が 自身の判断で行 動で きる という長所は、 同時 に、被 害者が 自身の判

断で行動 しなければな らない とい う点で大 きな負担 とな る。 出来 ることな ら、政府 が代

理 人ない し窓 口にな って被害者の請求 を一本化 し加害者 ・保 険業者 に請求 を行 うとい う

のが、被害者 に とって は最 も好 ま しい方法であろ うが、 それ はまさに個別の状況での政

府 の判 断で あって、法制度 として予め制度化 す ることには馴染 まな いで あろう。ただ し、

63各 国 の国 内法制度 につ いて は筆者 の 専門外 であ り、 こ こで は取 り上 げなか った 。各 国の沖合 石 油開

発 に関す る国 内法 制度 につ いて 、Gavouneli,supranote38,pp.120-139参 照 。賠 償責 任 に関 して

特 に注 目され て い るのが、1985年 の ノル ウ ェー石 油法(PetroleumAct)と1990年 の 米 国油 濁法

(OilPollutionAct)で あ る。Larsson,suρranote48,p.211;Svensen,suρranote59,pp.234・241.
64英 国 は、海底 鉱物 資源 開発 に よ り生 じる損 害 につ い ての賠 償責任 を規律 す る特別 の 法律 を持 たない

が、 これはOPOLが 存 在 してい るた めで あ ると言わ れ る。実 際の ところ、英国 は、OPOL未 加 盟 の

業 者 には開発 許可 を与 えな い とい う方針 を とってい る。Svensen,ibid.,pp.237-238.
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実際には政府が全く無関心であるということは考えられず、少なくとも情報提供や対策

など側面からの支援は十分に期待できよう。

第四節 サハリン沖合の海底資源開発に関する考察

一 現在の法的状況

サハ リン沖合 の海底鉱物資源 開発 に関 して、現在 の法 的状況 を整理 してみ よう。

1.日 ロ間で適用 のある国際法

まず、 日本 とロシア との間で適用 され る国際法 と して は、国際慣 習法 と1982年 国連

海洋法条約 があげ られる。 しか し、例 えばオホーヅク海環境保護条 約 とか 日本海環 境保

護条 約 とい った、地域 的海洋環境保護条約はない。ベー リング海 ・北太平洋 について も

同様 である。 また、 この海底鉱物資源開発を直接取 り扱 う条約 も存在せず、賠償 責任 に

関する条約 も作成 されてい ない。

ただ、1991年 に 「日ソ環境協力協定 」が締結 され効 力を有 している65。 こうい った二

国間環境協 力協定 が、 日米(1975年)、 日韓(1993年)、 日中(1994年)、 米ソ(1972

年)な どの問で締結 されてい る66。 これ らは一般 に、上述 の ような環 境保護条 約 と異な

り、締約 国の間で権利義務関係 を設定 する もので はない、っ ま り義務 の違反 に対 する国

家責任 の追及 とい う仕組み を提供 する ものではな く、条約名の示す通 り、環境 問題 に関

する協 力体制 を設 けるものであ る。

2.国 家責任方式

したが って、基本的 には、 国家責任方式 にっいては、慣習法 と国連海洋法条約 の違反

というこ とを理 由に して、 ロシアに対 する責任 を追及 す るとい うこ とになる。

ただ し、前述 した ように、慣習法 はも とよ り国連海 洋法条約 は一般 的 ・抽象的な法原

則 を示す に とどま り、 義務違反 の認定は容易でない ことか ら、紛争解決 のための実体規

則 としては限界 がある ことに注意 が必要であ る。なお、 国連海洋法条約 の解釈 ・適用 に

関す る紛争は、一定 の条件 の下で、国際海洋法裁判所 に付託 され うる67。

65正 式名称 「環境の保護の分野 における協力に関する日本国政府 とソヴィエ ト社会主義共和国連邦政

府 との間の協定」、1991年4月18日 署名、同日発効。条文は、 『地球環境条約集』(注34)18
-19頁 。ソ連との間で締結 された条約は、原則としてロシア連邦に承継 され る。佐古田 「98年報告

書」115-116頁 。
66条 文は、 『地球環境条約集』(同 上)15-22頁 。
67佐 古田 「98年報告書」93頁 参照。
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3.民 事責任方式

また、民事責任 方式 について も、 日ロ間で は条約がな く、 したがってそれぞれの国 の

国内法 に従 って賠償責任問題が処 理 される ことになる。すなわち、前述 した ように、被

害者で ある 日本人が、開発企業 を相手 に、 ロシアの法律 に基づ きロシアの裁判所 に提訴

するか、 日本 の法律 に基づ き日本の裁判所 に提訴 するか、あ るいは開発企業の親会社 を

被告 として、例 えば米国の法律 に基 づ き米 国裁判所 に提訴す るか、とい うこ とになる68。

ただ、実際 には まず保 険 によって処理 され るこ とにな ろう。 したが って、実際的な重

点 は、そ の事故 を起 こ した施 設 に関 していかなる保 険が掛け られてい るか、 とい う点で

ある。本稿で指摘で きるこ とは、国際法上、 ロシアは 日本 との関係で国際慣習法 と国連

海 洋法条約 に基づ く義務が課せ られ るが、それ以上 の義務は 負ってお らず、 したが って

被害者救済 のためにい かなる制度 を用意す るかは ロシア政府 の裁量 と開発業者の 自主的

な判 断に委 ね られてい る、 とい うことであ る。

二.提 言

最後 に、 まとめ として簡単 な提言 を行い たい。

サハ リン沖合 の海底鉱物資源 の開発 によ り生 じる油汚染損害 について の賠償責任 に関

しては、1977年 の海底資源責任条約の ような無過 失責任条約制度 を 日本 とロシア(及 び

他の関係 国)の 間で作 成す ることが、被害者救済 のため には最 も好 ま しい。つ ま り、事

業者への責任集 中、責任当事者の無過 失責任、強制保険、国際裁 判管轄 の設定 、外 国判

決 の承認 ・執行、 とい う制度の構築 である。も とよ り、相互 に潜在 的加 害国である と同

時 に潜在 的被害国で もあ る国の間で作成 された1977年 条約 と異な り、 ここでは潜在 的

加害国は ロシアであ り潜在 的被害 国は 日本 である とい う片務 的な関係 とい う違いがある

こと、及び その1977年 条約 自体 発効 の見込みが ない とい うことは、無視 で きない重要

な事実であ る。 しか し、で きない 口実 をい くら並べ立て た ところで、被 害者 に とって何

ら意味 を持 つものではない。 まさにそ こは、外交 に責任 を持つ者の腕の見せ所で もあろ

68こ こで、親会社の責任の問題について、簡単 に触れておきたい。

責任を負うべ き開発企業(現 地法人であることが一般)に 十分な資力がな く(保 険が不十分な場

合も同様)、 被害額を十分に償 うこ とがで きない場合、被害者の選択 としては、開発企業の親会社
の責任 を求めるという方法も考 えられる。国際法の分野でも、 この親会社の責任が問題 とされた事

件 として、1976年 のイタリア ・セヴェソでのガス爆発事件、1978年 にフランス沿岸で起 こったタ
ンカー事故 アモコ ・カジス号事件、1984年 にインドで発生 したボパール事件な どが指摘されている

(L.Bergkamp,LiabilitソandEnvironment(2001),p.306,fn,198)。

親会社の責任、つ まり株主の責任 を追及することは、会社法の基本原則、つま り株主は出資 した

額を上限とする有限責任のみを負担 するという原則に反する考 え方であ り、法制度 としてその扱い

は慎重でなければな らないが、絶対不可能なわけではない。この親会社の責任の問題については、

国際法の分野で取 り扱い うる部分が限られ ることか ら、本稿では取 り上げなかった。ここでは、そ
のような考え方があるという指摘だけにとどめたい。

なお、この間題についての国際環境法分野での最近 の研究 として、Bergkamp,ibid.,pp。306・328

がある。また、村瀬信也 「国際環境法における国家の管理責任」 『国際法外交雑誌』93巻3・4合 併

号(1994年)参 照。
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う。つ ま り、政府 が、我が国の被 害者 を救済 する必要性 をどの ように重要 なもの として

認識 するか の1点 につ きる。

OPOLの ような賠償責任 に関する民間協定の作成 については、関係企業間の 自主的な

協定で あ りその性 質上政府 が直接 関与 しうるものではない ことはもちろんで ある。 しか

し、例 えば、サハ リンの石油 資源 の開発 に関係す る会社 のい くつかはOPOL加 盟会社で

あ り、またOPOL協 定上 も一定 の条件の下で ヨー ロッパ周辺海域以外で の施 設 にその適

用範囲 を拡 張 しうることか ら、OPOL協 定 をサハ リン海底資源開発 による油汚染損害 に

も適用す る余地はあ ろう。また、OPOL協 定 と同様の民間協定の作 成 を、政府が側面 か

ら支援 し促 す とい う方策 もあ りえ よう。

他方、賠償責任 と少 し離れ て、海洋環 境の保護 とい う観点か ら考 えて も、 日ロ間はあ

ま りにも国際法 的関係 が希薄で ある。上述の ように、特定海域の沿岸国 の間で地域的な

海洋環 境保護条約 が多 く作成 されてい るが、更に細 目をい くつかの議定書で定め、 また

会合 ・協 議 を繰 り返 し、総合 的 にかつ個別具体的 にその海域の環境 の保護 を図っている。

大陸棚 資源 開発 に関 して も特別の議定 書を作成 する例 もあ り、 ここでは詳述 しなかった

が、 これ らに より事故 の発生 を未然 に防止 した り、事故発生 の際の情報提供 や防除の協

力体制 を法 的な権利義務関係 として構 築 しようと試みて いる。賠償責任の問題 も、その

一環 と して取 り扱 われてい る
。つ ま り、複 数の国による複層的な関係が永続 的 ・日常的

に維持 されてお り、事件 ・問題が発生 して もその永続的 ・日常的な関係 に吸収されその

制度の運用 にお いて処理 されてい くとい うや り方であ る。 しか もそれは、常 に多数 国の

間で取 り上 げ られ るため関係国の政治 的な力関係 よ りもよ り合理 的 ・普遍 的で、相互 に

納得 のい く処理の仕方が期 待で きるのである。

日ロ間 には、その ような多数国間の環境保護条約は締結 されてお らず、法的 な権利義

務 関係 が設定 されていない。そのため、事件 ・事故が発生す るとその都 度新 たに組織 を

立ち上 げ担 当者 を決め、協 議 ・交渉を行 うという方法 を取 らざるを得 ず、 また見解 が対

立 した場合 も第三国 に緩衝 材 と しての役割 は当然 には期待 で きず、 交渉決裂 とい う最悪

の事態 に至 る恐れ もあ る。つ ま り、事件 ・事故が、その ままス トレー トに鮮烈 に二 国間

関係 にぶ つかって くるのである69。 これ を回避す るためには、将来起 こ りうる事件 ・事

故 をいか に して制度の 中に取 り込 み制度 の運用 とい う形 で処理 して い くかが、重要 にな

って くる。そ うい う意 味で も、 日ロだけでな く周辺 の諸 国を加 えた地域 的な海洋環境保

護条約ない し多数 国間のなん らかの法的枠組みの策定 は、 日本 に とって また関係諸国に

とって も、大 きな利益 をもた らすもの と思 う。

なお、上述 の1991年 日ソ環境協力協定 に基 づ き、 日ロ環境保護合 同委員会が設置 さ

れてい る(4条)。 この委 員会 は、協定上は原則 と して毎年会合 を開 くこ とにな っている

(4条3項)が 、実際 には これ まで2回 しか開かれていない70。 この委員会 が、本稿 の対

69冒 頭で述べた1999年9月 のサハ リン2の 油漏れ事故 は、こういった状況の問題点を露わにしたも
のといえる。
701994年1月 の東京での会合 と1999年6月 のモスクワでの会合である。この委員会の活動状況につ
いては、 『環境 白書』各年版に数行程度記されている(例 えば平成13年 度版は341頁)。
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象とするような事故が発生 した場合にどのように有効に機能するかは、この委員会の権

限と運用の実態によるところが大きいが、実際の活動状況から考えるとほとんど期待で

きないように思われる。

以上をまとめると、やはり緊急に必要なことは、賠償責任のための条約の作成である。

条約が作成されなくとも、OPOLの ような民間協定があればそれでも被害者の救済は一

応確保できる。そして、将来の長期的な観点から考える場合、二国間の環境協力協定だ

けではなく、国際法上の権利義務関係を設定し関係国の間で永続的 ・日常的な関係を維

持し発展させうる何らかの地域的な多数国間条約(特 に海洋環境保護条約)の 体制を構

築 してい くことが望ま しい。

*

次年度は、サハ リン沖合 で採掘 された石油 を輸送す る際のタ ンカー事故 に よる油汚染

損害 についての賠償 責任の問題 を取 り上 げる予定であ る。 ここで は、特 に、1997年1

月に発生 したナホ トカ号事件での賠償 問題 の処理 の仕方 が最 も重要な参考事例 とな る。

また、 サハ リンと北海道の間で天然ガスの輸送のための 国際海底パイ プライ ンの敷設の

構想 が浮 上 してい るが、 これに関 して国際法上詰 めてお くべ き問題点 も少な くない。 こ

れ について も、現在研 究を進 めて いる ところであ る。更に、 これまで の調査研究報告書

で取 り扱 ったテーマについても、 その後の新 しい重要な動 きを次年度 以降の報告書で も

取 り上 げたい と考 えている。
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資料1977年 海底 資源責任条約全文71

海底鉱物資源の探査及び開発から生 じる油汚染損

害についての民事責任に関する条約

この条約の当事国は、

ある種の海底鉱物資源の探査及び開発がもたら

す油汚染の危険を認め、

油汚染による損害を被った者に対 し適正な賠償

が行われることを確保することが必要であると確

信し、

責任についての問題を解決 し及び、そのような場

合において、適正な賠償を行うことについての統一

的な規則及び手続を採用することを希望 して、

次のとおり協定 した。

第一条

この条約 の適用上、

1(a)「 油 」 とは、原油及び天然 ガス液 をいい、

その他 の物 質 と混合 して いるかその他の物

質内にあるかを問わない。

(b)「 原 油 」には、輸送 に適 するよ うに(例 え

ば、ある蒸留留分 を加 え又 は除去す るこ と

によって)処 理 されてい る原油を含 む。

2「 施設」とは、次の ものの全部 又は実質 的な部

分 が、管理 国が公認す る大縮尺海図に記載 されて

いる海岸の低潮線の海側 に位置 するものをい う。

(a)海 底 若 しくはその下 を探査 し又は そこか らの

原油 を生産 し、処理 し、貯蔵 し、輸送 し若 し

くはその流 出を制御 す るため に用 い られ る油

井 その他の設備

(b)海 底 若 しくはその下 を探 査 し又はそ こか らの

原油 を生産 し若 しくはその流 出を制御す るた

め に用 い られ た油井であ って、当該管理国 に

ついて この条約 が効 力を生 じた後 に廃棄 され

た もの

(c)海 底 若 しくはその下 を探 査 し又は そこからの

原油、 ガス若 しくは天然 ガス液を生産 し若 し

くはその流 出を制御 す るため に、その油井が

掘削 されてい る期間中(完 了 した時を含な。)、

又 は通常 の保守管理 活動以外のため に作動 し

て いる期間 中に、用い られた油井

(d)原 油 、 ガス又 は天然 ガス液以外の鉱物資源の

探査が海底 の下 の深層貫入を伴 うときには、

その探査のために用い られ る油井

(e)海 底 又はそ の下 か らの原 油を貯蔵 す るために

通常用い られる施設

ただ し、

(i)こ の こ とは、油井 がプラ ッ トフォーム又は こ

れ に類似 する設備 に直接 連結 してい る場合 に

限 られ る。 また、

(ii)千九 百六十九年十一 月二十九 日に ブラ ヅセル

で作成 された油 によ る汚 染損 害についての民

事 責任 に関 す る国 際条 約 に定 め られ た船 舶

は、施設 とみなさない。

3「 事業者」とは、管理 国によって この条約の適

用上事業者 として指定された者(許 可を受けてい

るか否かを問わない。)、又は、その指定がない場

合には、施設で行われる活動の全体を管理する者

をいう。

4「 管理国」とは、施設が置かれている区域の海

底及びその下を探査 し並びにその資源を開発す
るために主権的権利を行使する当事国をいう。施

設が二以上の当事国が主権的権利を行使する区

域に置かれている場合には、これらの国はいずれ
の一国を管理国 とするかについて合意すること

ができる。

5「 者」とは、個人若しくは組合又は、法人であ

るかどうかを問わず、公法上若 しくは私法上の団

体(国 及びその行政区画を含む。)を いう。

6「 汚染損害」とは、施設からの油の流出又は排

出による汚染によってその施設の外部 において

生ずる損失又は損害をいい、防止措置の費用及び

防止措置によって生ずる損失又は損害を含む。
7「 防止措置」とは、いずれかの者が汚染損害を

防止し又は最小限にするため特定の事故に関 し

てとる相当の措置をいう。ただし、油井の管理措

置及び施設を保護 し、修復 し又は交換するために

とられる措置は、これに含まない。
8「 事故」とは、いずれかの出来事又は同一の原

因による一連の出来事であって、汚染損害をもた

らすものをいう。

9「SDR」 とは、国際通貨基金により定められ

この基金による操作及び取引に使用される特別

引出権をいう。

第二条

この条約は、

(a)管 理国の管轄の下にある施設で海岸低潮線を

越えて発生する事故により生ずる汚染損害、及

び、

(b)当 事国の領域(内 水及び領海を含む。)又 は当

事国が国際法に従って天然資源に対 し主権的

権利を有する区域において被った汚染損害、並
びに、

そのような汚染損害を防止 し又は最小限にするた

めにとられる防止措置(そ の措置がいずれの場所で

とられるかを問わない。)についてのみ適用する。

第三条

13、4及 び5に 規定する場合を除くほか、事故

の発生の時における施設の事業者は、その事故の

結果生ずる汚染損害について責任を負う。事故が
一連の出来事から成るときは、それぞれの出来事

から生ずる汚染損害についての責任は、その出来

事の発生の時における施設の事業者が負う。
2施 設が二以上の事業者によ り運用される場合

には、すべての事業者が連帯 して責任を負う。

3事 業者は、汚染損害が戦争、敵対行為、内乱、

暴動又は例外的、不可避的かつ不可抗力的な性質

711ntθrnationa1Lega1Materials
,vol.16(1977),p.1450に 掲 載 さ れ た 原 文 よ り筆 者 が 訳 出 し た 。
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を有する自然現象によって生 じたことを証明し

た場合には、当該汚染損害について責任を負わな

い。

4廃 棄された油井の事業者は、汚染損害を引き起

こした事故が、その油井が管理国の権限の下で管

理国の定める要件に従って廃棄された日から五

年を経過 した後に生 じたことを証明した場合に

は、その損害について責任を負わない。

5事 業者は、汚染損害が、専ら又は部分的に、汚

染損害を被った者の作為若しくは不作為(損 害を

もたらすことを意図したものに限る。)又 は過失
によって生 じたことを証明した場合には、その者

に対する責任の全部又は一部を免れることがで

きる。

第四条
1汚 染損害の賠償の請求は、この条約に基づく場

合を除 くほか、事業者に対 して行うことができな
い。

2汚 染損害の賠償の請求は、この条約に基づくも

のであるかどうかを問わず、事業者の被用者又は

代理人に対 して行うことができない。
3こ の条約のいかなる規定も、この条約の規定に

従い損害について責任を負 う事業者が求償権を

有するかどうかについての問題 を害するもので
はない。

第五条

1油 が二以上の施設から流出し又は排出され、そ

れによって汚染損害が生じた場合には、それらの

すべての施設の事業者は、第三条の規定に基づい

て責任を免れる場合を除 くほか、合理的に分割す

ることができない汚染損害の全体について連帯

して責任を負う。

2油 が事故によって施設から流出し又は排出さ

れ、それによって汚染損害が生 じ、その事故が生

じている間に事業者の変更があった場合には、そ

の施設のすべての事業者は、第三条の規定に基づ

いて責任を免れる場合を除くほか、合理的に分割

できない汚染損害の全体について連帯して責任

を負う。

第六条
1事 業者は、この条約に基づく自己の責任を、一

の施設の一の事故について、この条約が署名のた

めに開放される日から五年を経過するまでは三

千万SDRの 金額に、五年を経過 した後は四千万

SDRの 金額に制限することがで きる。

2異 なる施設の事業者が第五条1に 従って責任

を負うときは、一の施設の事業者の責任は、一の

事故につき、この条及び第十五条の規定に従って

その事業者に適用される制限を越えることはな

い。

3一 の施設について二以上の事業者がこの条約

に基づいて責任を負う場合には、一の事故につい

てのすべての事業者の責任の総額は、そのいずれ
かの事業者に対 して課される最高額を超えるこ

とはない。ただ し、事業者は、自己に適用される

制限を越える金額について責任を負わない。

4事 業者は、汚染損害が生じることを現実に認識

して事業者 自身が意図的に行った作為又は不作

為によって汚染損害が生じた場合には、自己の責

任を制限することができない。

5事 業者は、1に 基づき与えられる制限の利益を

享受するためには、第十一条の規定に基づいて訴

えが提起 される当事国のうちいずれかの当事国

の裁判所その他の権限のある当局に、自己の責任

の限度額 に相当する額の基金を形成 しなければ

ならない。第三条2で 定められた事業者のうちい

ずれかの事業者によって形成された基金は、すべ
ての事業者によって形成されたものとみなす。基

金は、その金額を供託することにより、又は基金

が形成される当事国の法令 によって認められか
つ裁判所その他の権限ある当局が十分 と認める

銀行保証その他の保証を提供することによって

形成することができる。
6債 権者の間における基金の分配は、確定された

債権の額に比例 して行う。
7事 業者、その被用者もしくは代理人又は事業者

に保険その他の金銭上の保証を提供する者は、基

金の分配が行われる前に当該事故の結果 として

汚染損害について賠償額を支払った場合には、そ

の支払った額を限度 として、その賠償額の支払を

受けた者がこの条約に基づいて有 したであろう

権利を代位によって取得する。

87に 規定する者以外の者も、その支払った汚染

損害についての賠償額につき、5に 規定する代位
の権利を、関係国内法令によりそのような代位が

認められる範囲内で行使することができる。
9事 業者又は他のいずれかの者が、基金の分配が

行われる前に支払われたならば7又 は8の 規定

に基づいてそれらの者が代位の権利を有 したで

あろう賠償額の全部又は一部の支払を後に強制

されることがあることを証明した場合には、基金

が形成された当事国の裁判所その他の権限ある

当局は、それらの者が後に基金に対 して自己の権

利を行使することを可能にするため十分な金額
を暫定的に保留することを命ずることができる。

10防 止措置をとった事業者は、その措置に関し

て、基金に対 し他の債権者 と同一の権利を有す

る。
111に 規定する金額は、基金が形成される当事

国の通貨に、国際通貨基金により公表される特別

引出権の基金の形成の日の前の三十日の間の平

均の額に対して有するその国の通貨の価値に基
づいて、換算する。

12保 険者その他金銭上の保証を提供する者は、

この条の規定に従い、事業者が形成する場合と同
一の条件でかつ同一の効果を有するものとして、

単独で又は事業者と共同して、基金を形成するこ
とができる。この基金は、汚染損害が生じること

を現実に認識 して事業者 自身が意図的に行った

作為又は不作為によって汚染損害が生 じた場合
にも形成することができるものとするが、この場

合においては、所有者に対する債権者の権利は、
その基金の形成によって害されることはない。

第七条

1事 業者が事故の発生後に前条の規定に従って

基金を形成 してお り、かつ、自己の責任を制限す

ることができる場合には、

(a)当該事故によって生 じた汚染損害に係る債権

を有するものは、その債権に関し、事業者の

他の財産に対 していかなる権利をも行使する

ことがで きない。

(b)当事国の裁判所その他の権限のある当局は、
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当該事業者が所有する財産であって当該事故
によって生じた汚染損害に係る債権に関して

差し押さえられたものの差押えの解除を命じ

なければならず、また、そのような差押えを

免れるために提供された保証その他の担保を

も同様に取 り消さなければならない。

2も っとも、1の 規定は、基金を管理する裁判所

における手続に当該債権者が参加することが可

能であり、かつ、基金がその者の債権の弁済のた

めに実際に用いることがで きるものである場合

にのみ適用する。

第八条
1事 業者は、この条約に基づく自己の責任を担保

するため、管理国が定める金額、種類及び条件で

保険その他の金銭上の保証を設定 し及び維持 し

なければならない。ただ し、その金額は、この条

約が署名のために開放され る日から五年を経過

するときまでは二千二百万SDRを 下回っては

ならず、また、五年を経過 した後は三千五百万S

DRを 下回ってはならない。また、管理国は、そ

のすべてが破壊行為又はテ ロ行為によ り生 じる

汚染損害については、事業者が自己の責任を担保

するため保険その他の金銭上の保証を設定 し及
び維持する義務の全部又は一部を免除すること

ができる。

2保 険その他の金銭上の保証は、その保険又は保

証の有効期間の満了以外の理由により、管理国の

権限のある公的機関に対 して終了の通知が行わ

れた日から二箇月の期間を経過する前に効力を

失うことがあるものである場合には、この条の要

件を満たすこととはならない。この2の 規定は、

保険その他の保証がこの条の要件を満たさなく
なるような変更についても同様に適用する。

3汚 染損害の賠償の請求は、保険者その他汚染損

害についての事業者の責任を担保する金銭上の

保証を提供する者に対 して直接に行 うことがで

きる。この場合には、被告の責任は、汚染損害が

生じることを現実に認識 して事業者 自身が意図

的に行った作為又は不作為によって汚染損害が

生じたかどうかを問わず、1の 規定に従って定め

られた金額にまで制限される。被告は、また、事

業者自身が援用することができたであろう抗弁

(事業者の破産及び清算を除 く。)を援用すること
ができる。被告は、更に、汚染損害が事業者 自身

の悪意によって生 じたことの抗弁を援用するこ

とがで きるが、事業者により被告に対して提起さ

れる訴えにおいて援用することがで きたであろ

う他のいかなる抗弁をも援用することができな
い。被告は、いかなる場合にも、事業者が訴訟手

続に参加することを要求する権利を有する。
41の 規定に従って維持される保険その他の金

銭上の保証によって提供される金額は、まず、こ

の条約に基づ く債権の弁済に充てる。
5事 業者が管理国であるときは、事業者は自己の

責任を担保するために保険その他の金銭上の保

証を維持する必要はない。

第九条
1各 当事国の代表より構成される委員会は、この

条によって設立される。
2第 六条又は第八条に基づいて適用される金額

が適正でな く又は現実に合致しないと考える当

事国は、この問題を検討するために委員会の会合

を招集することがで きる。この条約に署名 したが

まだ当事国でない国は、オブザーバー として委員

会の作業に参加するため招聰される。この条約の

当事国の四分の三以上の代表が賛成の投票を行

うときは、委員会はこの金額の改正を当事国に勧

告することができる。この勧告を行うにあたっ

て、委員会は次の事項を考慮する。

(a)この条約の目的に関係する汚染損害をもた ら

し又はもたらす恐れのある事態に関する情報

(b)この条約の発効後に生じた、海洋への油漏れ

の処理及び対処に係 る物品及びサービスの費

用の増減に関する情報

(c)汚染損害についての責任の危険に対する信頼

性の高い保険の利用可能性
3寄 託政府は、2の 規定に従って勧告される金額

をすべての当事国に対 して通告する。 この金額

は、すべての当事国による受諾の後三十日目の日
から、その時まで適用されていた金額に置き換わ

る。当事国は、この通告から六箇月以内に又はそ

の勧告に明記される別の期間内に、自国がこの勧

告された金額を受諾で きないことを寄託政府に

通告 しないときは、この勧告を受諾 したものとみ

なす。

4寄 託政府が通告 した後六箇月以内又は勧告に

明記される別の期間内に勧告された金額を受諾

しない当事国があるときは、この金額は、その期

間が終了した後三十日目の日か ら、これを受諾す

る当事国の間でその時まで適用されていた金額

に置き換わる。当事国は、勧告された金額を後に

受諾することができる。その場合、その金額は、

その受諾の後三十日目の日か らその国に適用す

る。

5こ の条約に加入する国は、当事国により全会一

致で受諾 された委員会のすべての勧告に拘束さ

れる。全会一致で受諾されない勧告については、

加入国は、加入する時に寄託政府に対 してこの勧

告を受諾しないことを通告 しないときには、この

勧告を受諾したものとみなす。

第十条

1こ の条約に基づいて賠償を請求する権利は、損

害を被った者がその損害を知った日又は合理的

に知 りうべき日から十二箇月以内に、債権者が自

己の債権 を事業者に書面により通告 し又は自己

の債権に関して訴えを提起 しない場合には、消滅

する。ただし、訴えは、いかなる場合にも、損害
をもたらした事故の発生の日から四年を経過 し

た後は、提起することができない。事故が一連の

出来事から成る場合には、その四年の期間は、最

後の出来事の発生の日から起算する。

第十一条

1こ の条約に基づ く賠償の請求の訴えは、事故の

ために汚染損害を被った当事国の裁判所又は管

理国の裁判所にのみ提起することができる。損害

を被った場所を決定するにあたっては、国際法に

従って国が天然資源に対 して主権的権利を有す

る区域で被った損害は、その国において被ったも

のとみなす。

2各 当事国は、自国の裁判所が1に 規定する賠償

の請求の訴えについての管轄権を有するように

する。
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3第 六条の規定に従って基金が形成された後は、

基金が形成された当事国の裁判所は、基金の割当

て及び分配に関するすぺての事項について決定

を行う排他的権限を有する。

第十二条
1前 条の規定に従い管轄権を有する裁判所が下

した判決で、その判決のあった国において執行す

ることが可能であり、かつ、再び通常の方式で審

理されることがないものは、次の場合を除くほ

か、いずれの当事国においても承認される。

(a)そ の判決が詐欺によって得られた場合

(b)被 告が相当の通告及び自己の主張を陳述する

ための公平な機会を与えられなかった場合

21の 規定に基づいて承認された判決は、各当事

国において、その国において必要とされる手続が

とられたときは、執行力を付与される。その手続

は、事件の本案の審理を許すものであってはなら

ず、また、適用のある法の再審査を許すものであ
ってはならない。

第十三条

当事国が事業者である場合は、その当事国は、第

十一条に規定する管轄権の下での訴訟に服 し、か
つ、主権国家としての地位に基づ くすべての抗弁の

権利を放棄する。

第十四条
1こ の条約に基づく責任は、次の場合には、原子

力事故によ り生じる損害について生 じない。

(a)原 子力施設の事業者が、原子カエネルギーの

分野における第三者責任に関する千九百六十

年七月二十九 日のパ リ条約若しくは原子力損

害についての民事責任に関する千九百六十三

年五月二十一 日のウィーン条約に基づいて損

害について責任を負い、又は原子力船の運航

者が、原子力船の運航者の責任に関する千九

百六十二年五月二十五日のブラヅセル条約に

基づ く損害について責任を負う場合

(b)原 子力施設の事業者又は原子力船の運航者

が、損害についての責任を律する国内法によ

り損害について責任を負う場合。ただし、こ

のことは、その国内法が、原子力施設の事業

者の場合はパリ条約又はウィーン条約と、原
子力船の運航者の場合はブラッセル条約 と同

程度に、損害を被る者に対しすべての事項に
ついて利益を与える場合に限る。

第十五条
1こ の条約は、国が、自国を管理国とする施設に

よって生 じ自国において又は他の当事国におい

て被った汚染損害についての責任を、無制限とし

又は第六条に基づき適用される金額よ り高い限

度額 とする規定を設けることを妨げるものでは

ない。ただし、その場合、その規定は国籍を理由

とする差別を行 ってはならない。また、その規定

は、相互主義の原則に基づいて適用することがで

きる。

2各 当事国の裁判所は、事業者がこの条及び第六

条1の 規定に基づき自己の責任を制限すること

ができるかどうか及び制限することができる場

合にはその貴任限度額について判断するため、管
理国の法律を適用する。

3こ の条は、1の 規定に従って作成された規定が

適用されない場合には、当事国において被った汚

染損害について適用される賠償の額に影響しな

い。

4こ の条の適用上、当事国において被った汚染損

害とは、その国の領域又は国際法に従ってその国

が天然資源に対する主権的権利を有する区域に

おいて被った汚染損害をいう。

第十六条
1こ の条約は、千九百七十七年五月一日から千九

百七十八年四月三十日まで、ロン ドンにおいて、

千九百七十五年十月二十日から十月三十一日ま
で及び千九百七十六年十二月十三 日から十二月

十七日までの間ロン ドンで開催された沖合活動

から生じる油汚染損害についての民事責任に関

する条約に関する政府間会議に参加するため招

聰された国による署名のために、開放される。

第十七条
この条約は、批准され、受諾され又は承認されな

ければならない。

第十八条

当事国は、全会一致で、北海、バル ト海又は北緯
三十六度以北の大西洋に海岸線を有する他の国を

この条約への加入のため招聰することができる。

第十九条

批准書、受諾 書、承認書又は加入書 は、グレー ト・

ブ リテ ン及 び北部 アイル ラン ド連合王 国政府 に寄

託する。

第二十条
1こ の条約は、四番目の批准書、受諾書、承認書

又は加入書が寄託された日の後十九 日目の日に

効力を生ずる。

2こ の条約は、四番目の批准書、受諾書、承認書

又は加入書が寄託された後に批准し、受諾 し、承

認 し又は加入する各国については、その国が該当

する文書を寄託 した後十九 日目の日に効力を生

ずる。

第二十一条

当事国は、寄託政府に対 して書面により通告を行

うことにより、この条約をいつでも廃棄することが

できる。廃棄は、寄託政府が通告書を受領した日の

後十二箇月で又は通告書に明記するこれよりも遅
い日に効力を生ずる。

第二十二条
1い ずれの国も、批准、受諾、承認若しくは加入

の時又はその後に寄託政府に対 して書面により

通告を行うことにより、この条約を自国の国際関

係について責任を有する地域の全部又は一部に
ついて適用することを宣言することができる。た

だし、その地域の当該全部又は一部は、第十八条

に定められる区域の範囲内になければならない。
2こ の宣言は、寄託政府による通告書の受領の日

の後十九 日目の日に、又は、寄託政府が通告書を

受領 した 日にこの条約が効力を有 していないと

きは、条約が効力を有する日の後十九日目の日

に、効力を生ずる。
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31の 規 定に従 って宣言を行 った各 当事国は、第

二十一条の規定に従 って 、当該地域 の全部又は一

部 に関 して この条約 を廃 棄することがで きる。

第二十三条
いずれの当事国も、当事国の三分の一以上の合意

を得た後に、この条約の改正のための当事国会議を

招集することができる。

第二十四条

この条約 には、留保 を付する ことがで きない。

第二十五条

寄託政府は、第十六条に規定する国及び加入国に

対 して次の事項を通知する。

(a)こ の条約の署名、批准書、受諾書、承認書又

は加入書の寄託、第二十二条に従った通告書

の受領、及び廃棄の通告書の受領

(b)こ の条約が効力を生ずる日

(c)第九条に基づ き招集される委員会の勧告、こ

の勧告の諾否、及びこの勧告が効力を生ずる

日

第二十六条

英語及び フランス語をひとしく正文とするこの

条約の原本は、グレー ト・ブリテン及び北部アイル

ラン ド連合王国政府に寄託するもの とし、寄託政府

は、その認証謄本を第十六に規定する国及び加入国

に送付 し、また、この条約が効力を生じたときはそ

の認証謄本を国際連合憲章第百二条の規定による

登録及び公表のため国際連合事務局に送付する。

以上の証拠 と して、下名は、正当に委任 を受 けて

この条約 に署名 した。

年 月 日にロン ドンで作成 した。
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